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第8章  工事関連条例及び要綱等 
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第８章  工事関連条例及び要綱等 

8.1 成田市水道事業の設置等に関する条例 

○成田市水道事業の設置等に関する条例 

昭和４２年３月３０日 

条例第８号 

（水道事業の設置） 

第１条 生活用水その他の浄水を市民に供給するため水道事業を設置する。 

第２条 削除 

（経営の基本） 

第３条 水道事業は，常に企業の経済性を発揮するとともに，公共の福祉を増進するよう

に運営されなければならない。 

２ 水道事業の規模は，次のとおり定める。 

計画給水区域 成田，田町，東町，本町，仲町，幸町，上町，花崎町，馬橋，新町，

南平台，土屋，寺台，郷部，不動ケ岡，ウイング土屋，囲護台，囲護

台１丁目，囲護台２丁目，囲護台３丁目，美郷台１丁目，美郷台２丁

目，美郷台３丁目，八代，船形，北須賀，台方，下方，大袋，江弁須，

飯田町，並木町，飯仲，宗吾１丁目，宗吾２丁目，宗吾３丁目，宗吾

４丁目，公津の杜１丁目，公津の杜２丁目，公津の杜３丁目，公津の

杜４丁目，公津の杜５丁目，公津の杜６丁目，はなのき台１丁目，は

なのき台２丁目，はなのき台３丁目，松崎，大竹，上福田，下福田，

宝田，押畑，山口，米野，野毛平，東金山，関戸，和田，下金山，新

妻，芦田，東和泉，西和泉，赤荻，芝，大室，土室，小泉，成毛，大

生，幡谷，飯岡，荒海，磯部，水掛，新泉，久住中央１丁目，久住中

央２丁目，久住中央３丁目，久住中央４丁目，北羽鳥，長沼，南羽鳥，

佐野，竜台，安西，南部，北部，大山，馬場，久米，久米野，山之作，

吉倉，東和田，川栗，畑ケ田，大清水，本三里塚，本城，南三里塚，

新駒井野，長田，三里塚光ケ丘，三里塚御料，西三里塚及び御所の内

の全域並びに小菅，三里塚，東三里塚，駒井野，取香，堀之内，十余

三，天神峰，東峰及び木の根の一部の区域 

計画給水人口 ８０，０００人 

計画１日最大給

水量 

４４，０１０立方メートル 

（組織） 

第４条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）第７条ただ

し書及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第８条の２の規定により，

水道事業に管理者を置かないものとする。 

２ 法第１４条の規定により，水道事業管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）

の権限に属する事務を処理させるため，成田市山口２９３番地１に水道部を置く。 
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（特別会計） 

第５条 法第１７条の規定により水道事業に特別会計を設ける。 

（重要な資産の取得及び処分） 

第６条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない水道事業の用に供す

る資産の取得及び処分は，予定価格（適正な対価を得てする売払い以外の方法による譲

渡にあっては，その適正な見積価額）が２，０００万円以上の不動産若しくは動産の買

入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合を除き，土地については，その面積が１件５，

０００平方メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入

れ若しくは譲渡とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条

の２の２第８項の規定により水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除につい

て議会の同意を得なければならない場合は，当該賠償責任の免除に係る賠償額が２０万

円以上である場合とする。 

（令２条例１１・一部改正） 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第８条 水道事業の業務に関し法第４０条第２項の規定により条例で定めるものは，負担

付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目的物の価額が１００万円以上のもの

及び法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が１００万円

以上のものとする。 

（業務状況説明書類の提出） 

第９条 管理者は，水道事業に関し，法第４０条の２第１項の規定により，毎事業年度４

月１日から９月３０日までの業務の状況を説明する書類を１１月３０日までに，１０月

１日から３月３１日までの業務の状況を説明する書類を５月３１日までに市長に提出

しなければならない。 

２ 前項の業務を説明する書類には，次に掲げる事項を記載するとともに，１１月３０日

までに提出する書類においては前事業年度の決算の状況を，５月３１日までに提出する

書類においては同日の属する事業年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明

らかにしなければならない。 

(1) 事業の概況 

(2) 経理の状況 

(3) 前各号に掲げるもののほか水道事業の経営状況を明らかにするため管理者が必要

と認める事項 

３ 天災その他のやむを得ない事故により，第１項に定める期日までに同項の業務の状況

を説明する書類を提出することができなかった場合において，管理者は，できるだけ速

やかにこれを提出しなければならない。 
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附 則 

１ この条例は，昭和４２年４月１日から施行する。 

２ 成田市上水道の設置及び管理に関する条例（昭和３９年条例第１３号），成田市簡易

水道の設置及び管理に関する条例（昭和４０年条例第１２号）は廃止する。 

附 則（昭和４４年８月１日条例第２２号） 

この条例は，昭和４４年９月３０日から施行する。 

附 則（昭和４５年７月４日条例第２８号） 

この条例は，公布の日から施行し，昭和４５年４月１日から適用する。 

附 則（昭和４６年１２月２２日条例第４１号） 

１ この条例は，事業認可のあった日から施行する。 

２ 宗吾簡易水道事業は，この条例施行の日から廃止する。 

附 則（昭和４９年６月２２日条例第２８号） 

この条例は，公布の日から施行し，昭和４９年４月１２日から適用する。 

附 則（昭和５０年６月２４日条例第１９号） 

この条例は，昭和５０年７月１日から施行する。 

附 則（昭和５５年１２月２５日条例第３７号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和６１年９月２６日条例第３０号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成元年３月２９日条例第２２号） 

１ この条例は，事業認可のあった日から施行する。 

２ 三里塚水道事業は，成田市水道事業と相互運用が可能となった日から廃止する。 

附 則（平成２年６月３０日条例第２１号） 

この条例は，公布の日から施行し，平成２年２月２４日から適用する。ただし，「美郷

台１丁目，美郷台２丁目及び美郷台３丁目」に関する規定は，地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２６０条第２項の規定により，千葉県知事が告示した日の翌日から施行す

る。 

附 則（平成２年６月３０日条例第２２号） 

この条例は，平成２年７月１日から施行する。 

附 則（平成４年１２月２５日条例第４３号） 

この条例は，平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年１２月２４日条例第３８号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年３月３１日条例第１８号） 

この条例は，平成１０年６月１日から施行する。 

附 則（平成１１年６月３０日条例第１８号） 

この条例は，公布の日から施行する。 



147 

附 則（平成１３年３月３０日条例第１４号） 

この条例は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年９月３０日条例第２４号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年３月２８日条例第１号） 

この条例は，事業認可のあった日から施行する。ただし，第５条，第６条，第７条，第

８条及び第９条の改正規定は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２５日条例第３号） 

この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２５日条例第２５号） 

この条例は，土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１０３条第４項の規定に

よる久住駅前特定土地区画整理事業に係る換地処分の公告があった日の翌日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日条例第８号） 

この条例は，土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１０３条第４項の規定に

よる公津西特定土地区画整理事業に係る換地処分の公告があった日の翌日から施行する。 

附 則（令和２年３月１９日条例第１１号） 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。 



148 

 

8.2 成田市簡易水道事業の設置等に関する条例 

○成田市簡易水道事業の設置等に関する条例 

平成 18 年 3 月 24 日 

条例第 36 号 

(設置) 

第 1 条 生活用水その他の浄水を市民に供給するため，簡易水道事業を設置する。 

 

(法の適用) 

第 2条 地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第 2条第3項及び地方公営企業法施行令

(昭和 27 年政令第 403 号)第 1 条第 2 項の規定により，簡易水道事業に，同法の規定のう

ち，第 3 条から第 6 条まで，第 17 条から第 35 条まで，第 40 条から第 41 条まで並びに

附則第 2 項及び第 3 項の規定を適用する。 

 

(規模) 

第 3 条 簡易水道事業の規模は，次のとおりとする。 

名称 計画給水区域 計画給水人口 計画 1 日最大給水量 

下総地区簡易水道 四谷，冬父，中里，小野

及び新川の全域並びに猿

山，滑川，西大須賀，名木，

高岡，大和田及び高の一部 

3,220 人 785 立方メートル 

大栄地区簡易水道 所及び浅間の全域並びに

伊能，堀籠，村田，桜田，

南敷及び東ノ台の一部 

3,374 人 1,255 立方メートル 

 

 

(準用) 

第 4 条 この条例に定めるもののほか，簡易水道事業の設置等について必要な事項は，成

田市水道事業の設置等に関する条例(昭和42年条例第8号)第6条から第9条までの規定

を準用する。この場合において，これらの規定中「水道事業」とあるのは「簡易水道事

業」と，「管理者」とあるのは「市長」と，「提出」及び「市長に提出」とあるのは「作

成」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この条例は，平成 18 年 3 月 27 日から施行する。 

附 則(平成 24 年 12 月 20 日条例第 46 号) 

この条例は，平成 25 年 2 月 9 日から施行する。 
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8.3 成田市水道事業給水条例 

○成田市水道事業給水条例 

平成１０年３月３１日 

条例第１９号 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 給水装置の工事及び費用（第４条―第１０条） 

第３章 給水（第１１条―第２０条） 

第４章 料金，手数料及び納付金（第２１条―第３０条） 

第５章 管理（第３１条―第３８条） 

第６章 補則（第３９条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は，成田市水道事業の給水についての料金及び給水装置工事の費用負担

その他の供給条件並びに給水の適正を保持するために必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例において「給水装置」とは，需要者に水を供給するために水道事業管理

者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）の施設した配水管から分岐して設けら

れた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

（給水装置の種類） 

第３条 給水装置は，次の３種とする。 

(1) 専用給水装置 １世帯又は１カ所で専用するもの 

(2) 共用給水装置 ２世帯又は２カ所以上で共用するもの 

(3) 私設消火栓 消防用に使用するもの 

第２章 給水装置の工事及び費用 

（給水装置の新設等の申込み） 

第４条 給水装置を新設し，改造し，修繕（水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」

という。）第１６条の２第３項ただし書に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）し，

又は撤去しようとする者は，管理者の定めるところにより，あらかじめ管理者に申し込

み，その承認を受けなければならない。 

（新設等の費用負担） 

第５条 給水装置の新設，改造，修繕又は撤去に要する費用は，当該給水装置を新設し，

改造し，修繕し，又は撤去しようとする者の負担とする。ただし，管理者が特に必要が

あると認めるものについては，市においてその費用を負担することができる。 
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（工事の施行） 

第６条 給水装置工事は，管理者又は管理者が法第１６条の２第１項の指定をした者（以

下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行する。 

２ 前項の規定により指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は，あらか

じめ管理者の設計審査（使用材料の確認を含む。）を受け，かつ，工事しゅん工後に管

理者の工事検査を受けなければならない。 

３ 第１項の規定により管理者が工事を施行する場合においては，当該工事に関する利害

関係人の同意書等の提出を求めることができる。 

（給水管及び給水用具の指定） 

第７条 管理者は，災害等による給水装置の損傷を防止するとともに，給水装置の損傷の

復旧を迅速かつ適切に行えるようにするため必要があると認めるときは，配水管への取

付口から水道メーターまでの間の給水装置に用いようとする給水管及び給水用具につ

いて，その構造及び材質を指定することができる。 

２ 管理者は，指定給水装置工事事業者に対し，配水管に給水管を取り付ける工事及び当

該取付口から水道メーターまでの工事に関する工法，工期その他の工事上の条件を指示

することができる。 

３ 第１項の規定による指定の権限は，法第１６条の規定による給水契約の申込みの拒否

又は給水の停止のために認められたものと解釈してはならない。 

（工事費の算出方法） 

第８条 管理者が施行する給水装置工事の工事費は，次に掲げる費用の合計額とする。 

(1) 材料費 

(2) 運搬費 

(3) 労力費 

(4) 道路復旧費 

(5) 工事監督費 

(6) 間接経費 

２ 前項各号に掲げるもののほか，特別の費用を必要とするときは，その費用を前項の規

定により算出した合計額に加算する。 

（工事費の予納） 

第９条 管理者に給水装置の工事を申し込む者は，設計によって算出した給水装置の工事

費の概算額を予納しなければならない。ただし，管理者がその必要がないと認める工事

については，この限りでない。 

２ 前項の工事費の概算額は，工事しゅん工後に清算する。 

（給水装置の変更の工事） 

第１０条 管理者は，配水管の移転その他特別の理由によって給水装置に変更を加える工

事を必要とするときは，当該給水装置の所有者の同意がなくても，当該工事を施行する

ことができる。 
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第３章 給水 

（給水の原則） 

第１１条 給水は，非常災害，水道施設の損傷，公益上その他やむを得ない事情及び法令

又はこの条例の規定による場合のほか，制限し，又は停止することはない。 

２ 前項の給水を制限し，又は停止しようとするときは，その日時及び区域を定めて，そ

の都度これを予告する。ただし，緊急やむを得ない場合は，この限りでない。 

３ 第１項の規定による給水の制限又は停止のため損害を生ずることがあっても，市はそ

の責を負わない。 

（給水契約の申込み） 

第１２条 水道を使用しようとする者は，あらかじめ管理者に申し込み，その承認を受け

なければならない。 

（給水装置の所有者の代理人） 

第１３条 給水装置の所有者が市内に居住しないとき，又は管理者において必要があると

認めるときは，給水装置の所有者は，この条例に定める事項を処理させるため，市内に

居住する代理人を置かなければならない。 

（管理人の選定） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者は，水道の使用に関する事項を処理させるた

め，管理人を選定し，管理者に届け出なければならない。 

(1) 給水装置を共有する者 

(2) 給水装置を共用する者 

(3) その他管理者が必要と認める者 

２ 管理者は，前項の管理人を不適当であると認めるときは，変更させることができる。 

（水道メーターの設置） 

第１５条 管理者は，使用水量を計量するため，給水装置に市の水道メーター（以下「メ

ーター」という。）を設置するものとする。ただし，管理者がその必要がないと認める

ときは，この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず，管理者が，特に必要があると認めるときは，受水槽に接続

する装置にメーターを設置することができる。 

３ 前各項に規定するメーターの設置の位置は，管理者が定める。 

（メーターの貸与） 

第１６条 メーターは，管理者が設置して，水道の使用者又は管理人若しくは給水装置の

所有者（以下「水道使用者等」という。）に保管させる。 

２ 前項の保管者は，善良な管理者の注意をもってメーターを管理しなければならない。 

３ 保管者が前項の管理義務を怠ったために，メーターを亡失し，又は毀損した場合は，

その損害を弁償しなければならない。 

（水道の使用中止，変更等の届出） 
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第１７条 水道使用者等は，次の各号のいずれかに該当するときは，あらかじめ管理者に

届け出なければならない。 

(1) 水道の使用をやめるとき。 

(2) 用途を変更するとき。 

(3) 私設消火栓を消防演習に使用するとき。 

２ 水道使用者等は，次の各号のいずれかに該当するときは，速やかに管理者に届け出な

ければならない。 

(1) 水道の使用者の氏名又は住所に変更があったとき。 

(2) 給水装置の所有者に変更があったとき。 

(3) 消防用として水道を使用したとき。 

(4) 管理人に変更があったとき，又はその住所に変更があったとき。 

（私設消火栓の使用） 

第１８条 私設消火栓は，消防又は消防の演習の場合のほか，使用してはならない。 

２ 私設消火栓を消防の演習に使用するときは，管理者の指定する職員の立会いを要する。 

（水道使用者等の管理上の責任） 

第１９条 水道使用者等は，善良な管理者の注意をもって，水が汚染し，又は漏水しない

よう給水装置を管理し，異状があるときは，直ちに管理者に届け出なければならない。 

２ 前項において修繕を必要とするときは，その修繕に要する費用は，水道使用者等の負

担とする。ただし，管理者が必要と認めるときは，これを徴収しないことができる。 

３ 第１項の管理義務を怠ったために生じた損害は，水道使用者等の責任とする。 

（給水装置及び水質の検査） 

第２０条 管理者は，給水装置又は供給する水の水質について水道使用者等から検査の請

求があったときは，検査を行い，その結果を請求者に通知する。 

２ 前項の検査において特別の費用を要したときは，その実費額を徴収する。 

第４章 料金，手数料及び納付金 

（料金の支払義務） 

第２１条 水道料金（以下「料金」という。）は，水道使用者等から徴収する。 

２ 共用給水装置によって水道を使用する者は，料金の納付について連帯責任を負うもの

とする。 

（料金） 

第２２条 料金は，次表により算出した額とする。ただし，その額に１円未満の端数が生

じたときは，切り捨てるものとする。 
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 料金（１月につき） 

料金区分 

 

 

基本料金 従量料金（１立方メートル当たり） 

用途 

口 径

（ ミ

リ メ

ー ト

ル） 

料金 １ 立

方 メ

ー ト

ル か

ら １

０ 立

方 メ

ー ト

ル ま

で 

１ ０

立 方

メ ー

ト ル

を 超

え ２

０ 立

方 メ

ー ト

ル ま

で 

２ ０

立 方

メ ー

ト ル

を 超

え ４

０ 立

方 メ

ー ト

ル ま

で 

４ ０

立 方

メ ー

ト ル

を 超

え １

０ ０

立 方

メ ー

ト ル

まで 

１ ０

０ 立

方 メ

ー ト

ル を

超 え

５ ０

０ 立

方 メ

ー ト

ル ま

で 

５ ０

０ 立

方 メ

ー ト

ル を

超 え

１，０

０ ０

立 方

メ ー

ト ル

まで 

１，０

０ ０

立 方

メ ー

ト ル

を 超

え る

分 

一般用 １３ ４６２円 ６２

円７

０銭 

１６

５円 

２６

８円

４０

銭 

３５

８円

６０

銭 

４４

４円

４０

銭 

４８

５円

１０

銭 

４８

４円 ２０ １，０４５

円 

２５ １，８２６

円 

３０ ３，３９９

円 

４０ ７，１０６

円 

５０ １５，９９

４円 

７５ ３６，５９

７円 

１０

０ 

７０，４９

９円 

１５

０ 

１９５，５

５８円 

臨時用 １立方メートル当たり ４７３円 

２ 管理者は，共同住宅で専用給水装置を複数の世帯が共同で使用している場合には，当

該各世帯の使用水量を等量とみなして料金の計算をすることができる。この場合におけ

る基本料金の額は，給水装置の口径に応じた金額とし，口径２０ミリメートルを超える

ものの金額については，口径２０ミリメートルの金額とする。 

（平３１条例４・一部改正） 

（料金及び水量の算定） 

第２３条 管理者は，隔月の定例日に，メーターにより使用水量を計量し，その日の属す

る月分及びその前月分として料金を算定する。この場合において，各月の使用水量は，
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等量とみなし，１月分の使用水量に１立方メートル未満の端数が生じたときは，この端

数をいずれか一方の月の使用水量に加えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，管理者がやむを得ない理由があると認めるときは，定例日

以外の日に計量することができる。 

（使用水量及び用途の認定） 

第２４条 管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，使用水量及びその用途を認

定する。 

(1) メーターに異状があったとき。 

(2) 料率の異なる２種以上の用途に水道を使用するとき。 

(3) 使用水量が不明のとき。 

２ 前項の使用水量は，前６月間の使用水量その他の事情を考慮し，用途は，料率の高い

方により認定する。 

（中途使用等の場合の料金の算定） 

第２５条 料金算定の基準となる月の中途において，水道の使用を開始し，中止し，又は

廃止したときの基本料金は，次の各号に掲げる区分に従い，第２２条に規定する基本料

金にそれぞれの率を乗じて得た額とする。 

(1) 使用日数が１５日以下のとき １００分の５０ 

(2) 使用日数が１６日以上のとき １００分の１００ 

２ 料金算定の基準となる月の中途においてその用途又は口径に変更があった場合には，

その使用日数の多い料率を適用する。 

（臨時使用の場合の概算料金の予納） 

第２６条 工事その他の理由により一時的に水道を使用する者は，水道の使用の申込みの

際，管理者が定める概算料金をあらかじめ納付しなければならない。ただし，管理者が

その必要がないと認めるときは，この限りでない。 

２ 前項の概算料金は，水道の使用をやめたとき，清算する。 

（料金の徴収方法） 

第２７条 料金は，口座振替，集金又は納入通知書の方法により隔月に徴収する。ただし，

管理者が必要と認めるときは，臨時に徴収することができる。 

（手数料） 

第２８条 手数料は，次の各号の区分により，申込者から申込みの際，これを徴収する。

ただし，管理者が特別の理由があると認める申込者からは，申込み後徴収することがで

きる。 

(1) 指定給水装置工事事業者の指定又は指定の更新をするとき。 １件につき   

１０，０００円 

(2) 設計審査（材料の確認を含む。）をするとき。 １回につき３００円 

(3) 工事の検査をするとき。 １件につき２，０００円 

(4) 第３２条第２項の確認をするとき。 １件につき４７，０００円 
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(5) 開栓し，又は閉栓するとき。 １回につき２００円 

(6) その他管理者が必要と認めるとき。 １件につき２００円 

（令元条例１９・一部改正） 

（給水申込納付金） 

第２９条 給水装置を新設し，又は改造（給水管の口径を増径する場合に限る。以下この

項において同じ。）しようとする者（第２６条第１項に規定する者を除く。）は，管理

者に給水申込納付金（以下「納付金」という。）を納付しなければならない。この場合

において，改造しようとする者の納付金は，新口径に係る納付金の額と旧口径に係る納

付金の額の差額とする。 

２ 納付金は，次表に掲げる額とする。 

使用する給水管の口径 納付金の額 

１３ミリメートル １６５，０００円 

２０ミリメートル ２９７，０００円 

２５ミリメートル ５０６，０００円 

３０ミリメートル ７７０，０００円 

４０ミリメートル １，５４０，０００円 

５０ミリメートル ２，７５０，０００円 

７５ミリメートル ７，３７０，０００円 

１００ミリメートル １５，４００，０００円 

１５０ミリメートル ４１，８００，０００円 

３ 第１５条第２項の規定により受水槽に接続する装置にメーターを設置する場合にあっ

ては，当該装置を給水装置とみなす。 

４ 納付金は，第４条の承認後管理者が定める納期限の日又は第３２条第３項の確認申請

後管理者が定める納期限の日までに納付しなければならない。 

５ 既納の納付金は，還付しない。ただし，管理者が特別の理由があると認めるときは，

この限りでない。 

（平３１条例４・一部改正） 

（料金，手数料，納付金等の軽減又は免除） 

第３０条 管理者は，公益上その他特別の理由があると認めるときは，この条例により納

付しなければならない料金，手数料，納付金その他の費用を軽減し，又は免除すること

ができる。 

第５章 管理 

（給水装置の検査等） 

第３１条 管理者は，水道の管理上必要があると認めるときは，給水装置を検査し，水道

使用者等に対し適当な措置を指示することができる。 

（給水装置の基準違反に対する措置等） 

第３２条 管理者は，水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が，水道法施行令（昭

和３２年政令第３３６号）第６条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合して
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いないときは，その者の給水契約の申込みを拒み，又はその者が給水装置をその基準に

適合させるまでの間その者に対する給水を停止することができる。 

２ 管理者は，水の供給を受ける者の給水装置が管理者又は指定給水装置工事事業者の施

行した給水装置工事に係るものでないときは，その者の給水契約の申込みを拒み，又は

その者に対する給水を停止することができる。ただし，法第１６条の２第３項ただし書

に規定する給水装置の軽微な変更であるとき，又は当該給水装置の構造及び材質がその

基準に適合していることを確認したときは，この限りでない。 

３ 前項の確認を受けようとする者は，当該確認を容易に行うことができる状態にした上

で，管理者に申請するものとする。 

（令元条例１９・一部改正） 

（給水の停止） 

第３３条 管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，水道の使用者に対し，その

理由の継続する間，給水を停止することができる。 

(1) 水道の使用者が，第５条の規定により負担すべき管理者が施行する給水装置工事

費，第２２条の料金又は第２８条の手数料を指定期限内に納付しないとき。 

(2) 水道の使用者が，正当な理由がなくて，第２３条の使用水量の計量又は第３１条

の検査を拒み，又は妨げたとき。 

(3) 給水栓を汚染のおそれのある器物又は施設と連絡して使用する場合において，警

告を発しても，なお，これを改めないとき。 

（給水装置の切離し） 

第３４条 管理者は，次の各号のいずれかに該当する場合で水道の管理上必要があると認

めるときは，給水装置を切り離すことができる。 

(1) 給水装置の所有者の所在が６０日以上不明であり，かつ，当該給水装置の使用者

がないとき。 

(2) 給水装置が使用中止の状態にあり，かつ，将来使用の見込みがないと認められる

とき。 

(3) 第４条の承認を受けないで給水装置が設置されたとき。 

（貯水槽水道に関する管理者の責務） 

第３５条 管理者は，貯水槽水道（法第１４条第２項第５号に定める貯水槽水道をいう。

以下同じ。）の管理に関し必要があると認めるときは，貯水槽水道の設置者に対し，指

導，助言及び勧告を行うことができるものとする。 

２ 管理者は，貯水槽水道の利用者に対し，貯水槽水道の管理等に関する情報提供を行う

ものとする。 

（貯水槽水道の設置者の責務） 

第３６条 貯水槽水道のうち簡易専用水道（法第３条第７項に定める簡易専用水道をいう。

次項において同じ。）の設置者は，法第３４条の２の定めるところにより，その水道を

管理し，及びその管理の状況に関する検査を受けなければならない。 
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２ 前項に定める簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は，別に定めるところにより，

当該貯水槽水道を管理し，及びその管理の状況に関する検査を行うよう努めなければな

らない。 

（過料） 

第３７条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者に対し，５０，０００円以下の過料

に処することができる。 

(1) 第４条の承認を受けないで，給水装置を新設し，改造し，修繕（法第１６条の２

第３項ただし書に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）し，又は撤去した者 

(2) 正当な理由がなくて，第１５条のメーターの設置，第２３条の使用水量の計量，

第３１条の検査又は第３３条の給水の停止を拒み，又は妨げた者 

(3) 第１９条第１項の給水装置の管理義務を著しく怠った者 

(4) 第２２条の料金又は第２８条の手数料の徴収を免れようとして詐欺その他不正の

行為をした者 

（料金を免れた者に対する過料） 

第３８条 市長は，詐欺その他不正の行為によって第２２条の料金又は第２８条の手数料

の徴収を免れた者に対し，徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当す

る金額が５０，０００円を超えないときは，５０，０００円とする。）以下の過料に処

することができる。 

第６章 補則 

（委任） 

第３９条 この条例の施行に関し必要な事項は，管理規程で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１０年４月１日から施行する。 

（成田市水道事業上水道給水条例の廃止） 

２ 成田市水道事業上水道給水条例（昭和４３年条例第１６号。以下「旧条例」という。）

は，廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際，現に旧条例の規定に基づき行われた行為については，この条例

の相当規定に基づいて行われた行為とみなす。 

４ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については，なお，従前の例による。 

附 則（平成１１年１２月２７日条例第３２号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１２年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の成田市水道事業給水条例第２２条の規定は，この条例の施行

の日（以下「施行日」という。）以後の使用に係る水道料金について適用し，施行日の

前日までの使用に係る水道料金については，なお従前の例による。 

附 則（平成１２年３月３１日条例第１８号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の例による。 

附 則（平成１３年３月３０日条例第１４号） 

この条例は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年３月２９日条例第２４号） 

この条例は，平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年１２月２７日条例第４１号） 

この条例は，平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月３１日条例第６号） 

この条例は，平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２５日条例第３号） 

この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年９月２２日条例第２６号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の成田市水道事業給水条例（以下「新条例」という。）第２２条第１項の表の

規定は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用に係る水道料金か

ら適用し，施行日の前日までの使用に係る水道料金については，なお従前の例による。 

３ 水道料金の算定の基礎となる使用水量については，その使用期間が施行日前から施行

日以後に引き続くものであるときは，当該使用水量に係る水道料金は，当該使用期間に

おける各日の使用水量を等量とみなし，日割りで算定するものとする。 

４ 新条例第２９条第２項の表の規定は，施行日以後に承認を受ける給水装置工事に係る

給水申込納付金から適用し，施行日前に承認を受けた給水装置工事に係る給水申込納付

金については，なお従前の例による。 

附 則（平成２５年１２月１９日条例第３３号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２６年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用等に係る使用料等であっ

て，施行日前に許可等をされたものの額については，この条例による改正後のそれぞれ

の条例の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

３ 施行日前から継続して供給している公共下水道，水道及び簡易水道（以下「公共下水

道等」という。）の使用で，施行日から平成２６年４月３０日までの間に使用料等の支

払を受ける権利が確定するものに係る使用料等（施行日以後初めて使用料等の支払を受

ける権利が確定する日が同月３０日後である公共下水道等の使用にあっては，当該確定

したもののうち，施行日以後初めて支払を受ける権利が確定する使用料等を前回確定日

（その直前の使用料等の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。）から施行

日以後初めて使用料等の支払を受ける権利が確定する日までの期間の月数で除し，これ

に前回確定日から同月３０日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に対

応する部分に限る。）については，第３５条の規定による改正後の成田市下水道条例第

２０条の表の規定，第３６条の規定による改正後の成田市水道事業給水条例第２２条第

１項の表の規定，第３７条の規定による改正後の成田市簡易水道事業給水条例別表の規

定及び前項の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

４ 前項の月数は，暦に従って計算し，１月に満たない端数が生じたときは，これを１月

とする。 

附 則（平成３１年３月７日条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用等に係る使用料等であっ

て，施行日前に許可等をされたものの額については，この条例による改正後のそれぞれ

の条例の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

３ 施行日前から継続して供給している公共下水道，水道及び簡易水道（以下「公共下水

道等」という。）の使用で，施行日から平成３１年１０月３１日までの間に使用料等の

支払を受ける権利が確定するものに係る使用料等（施行日以後初めて使用料等の支払を

受ける権利が確定する日が同月３１日後である公共下水道等の使用にあっては，当該確

定したもののうち，施行日以後初めて支払を受ける権利が確定する使用料等を前回確定

日（その直前の使用料等の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。）から施

行日以後初めて使用料等の支払を受ける権利が確定する日までの期間の月数で除し，こ

れに前回確定日から同月３１日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に

対応する部分に限る。）については，第４１条の規定による改正後の成田市下水道条例

第２０条の表の規定，第４２条の規定による改正後の成田市水道事業給水条例第２２条

第１項の表の規定，第４３条の規定による改正後の成田市簡易水道事業給水条例別表の

規定及び前項の規定にかかわらず，なお従前の例による。 
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４ 前項の月数は，暦に従って計算し，１月に満たない端数が生じたときは，これを１月

とする。 

附 則（令和元年９月２６日条例第１９号） 

この条例は，令和元年１０月１日から施行する。 
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8.4 成田市簡易水道事業給水条例 

○成田市簡易水道事業給水条例 

平成１８年３月２４日 

条例第３７号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，成田市簡易水道事業の給水についての料金及び給水装置工事の費用

負担その他の供給条件並びに給水の適正を保持するため，必要な事項を定めるものとす

る。 

（料金） 

第２条 料金は，別表により算出した額とする。ただし，その額に１円未満の端数が生じ

たときは，切り捨てるものとする。 

２ 市長は，共同住宅で専用給水装置を複数の世帯が共同で使用している場合には，当該

各世帯の使用水量を等量とみなして料金の計算をすることができる。この場合における

基本料金の額は，給水装置の口径に応じた金額とし，口径２０ミリメートルを超えるも

のの金額については，口径２０ミリメートルの金額とする。 

（給水申込納付金） 

第３条 給水装置の新設又は改造（給水管の口径を増径する場合に限る。次項ただし書に

おいて同じ。）をしようとする者（成田市水道事業給水条例（平成１０年条例第１９号。

以下「給水条例」という。）第２６条第１項に規定する者を除く。）は，市長に給水申

込納付金（以下「納付金」という。）を納付しなければならない。 

２ 納付金の額は，次表に掲げるとおりとする。ただし，前項の改造をしようとする者の

納付金の額は，改造後の口径に係る納付金の額と改造前の口径に係る納付金の額との差

額とする。 

  使用する給水管の口径 納付金の額 

下総地区簡易

水道の給水区

域 

１３ミリメートル １３２，０００円 

２０ミリメートル ２７５，０００円 

２５ミリメートル ４６２，０００円 

３０ミリメートル ７１５，０００円 

４０ミリメートル １，４３０，０００円 

５０ミリメートル ２，４７５，０００円 

７５ミリメートル ６，６００，０００円 

１００ミリメートル １３，５３０，０００円 

大栄地区簡易

水道の給水区

域 

１３ミリメートル １４８，５００円 

２０ミリメートル ２９７，０００円 

２５ミリメートル ４８４，０００円 

３０ミリメートル ７４８，０００円 

４０ミリメートル １，４７４，０００円 

５０ミリメートル ２，２７７，０００円 
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７５ミリメートル ５，５２２，０００円 

１００ミリメートル以上 市長が定める額 

３ 給水条例第１５条第２項の規定により受水槽に接続する装置にメーターを設置する場

合にあっては，当該装置を給水装置とみなす。 

４ 納付金は，給水条例第４条の承認後市長が定める納期限の日又は給水条例第３２条第

３項の確認申請後市長が定める納期限の日までに納付しなければならない。 

５ 既納の納付金は，還付しない。ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，こ

の限りでない。 

（平３１条例４・一部改正） 

（準用） 

第４条 この条例に定めるもののほか，簡易水道事業の給水について必要な事項は，給水

条例の規定（第１条，第２２条，第２９条及び第３９条を除く。）を準用する。この場

合において，第２条中「水道事業管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）」

とあるのは「市長」と，第４条から第１０条まで，第１２条から第１６条第１項まで，

第１７条及び第１８条中「管理者」とあるのは「市長」と，第１９条第１項中「管理者

に」とあるのは「市長に」と，第１９条第２項，第２０条，第２３条，第２４条，第２

６条から第２８条まで及び第３０条から第３５条までの規定中「管理者」とあるのは「市

長」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１８年３月２７日から施行する。 

（下総町及び大栄町の編入に伴う経過措置） 

２ 下総町及び大栄町の編入の日（以下「編入日」という。）の前日までに，下総町水道

事業給水条例（平成１７年下総町条例第２号。以下「下総町条例」という。）又は大栄

町給水条例（平成１３年大栄町条例第２８号。以下「大栄町条例」という。）の規定に

よりなされた処分，手続その他の行為は，この条例の相当規定によりなされたものとみ

なす。 

３ 編入日の前日までにした下総町条例及び大栄町条例の規定に違反する行為に対する罰

則の適用については，この条例の規定にかかわらず，下総町条例及び大栄町条例の例に

よる。 

附 則（平成２１年３月２５日条例第３号） 

この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月１９日条例第３３号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２６年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用等に係る使用料等であっ

て，施行日前に許可等をされたものの額については，この条例による改正後のそれぞれ

の条例の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

３ 施行日前から継続して供給している公共下水道，水道及び簡易水道（以下「公共下水

道等」という。）の使用で，施行日から平成２６年４月３０日までの間に使用料等の支

払を受ける権利が確定するものに係る使用料等（施行日以後初めて使用料等の支払を受

ける権利が確定する日が同月３０日後である公共下水道等の使用にあっては，当該確定

したもののうち，施行日以後初めて支払を受ける権利が確定する使用料等を前回確定日

（その直前の使用料等の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。）から施行

日以後初めて使用料等の支払を受ける権利が確定する日までの期間の月数で除し，これ

に前回確定日から同月３０日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に対

応する部分に限る。）については，第３５条の規定による改正後の成田市下水道条例第

２０条の表の規定，第３６条の規定による改正後の成田市水道事業給水条例第２２条第

１項の表の規定，第３７条の規定による改正後の成田市簡易水道事業給水条例別表の規

定及び前項の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

４ 前項の月数は，暦に従って計算し，１月に満たない端数が生じたときは，これを１月

とする。 

附 則（平成３１年３月７日条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用等に係る使用料等であっ

て，施行日前に許可等をされたものの額については，この条例による改正後のそれぞれ

の条例の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

３ 施行日前から継続して供給している公共下水道，水道及び簡易水道（以下「公共下水

道等」という。）の使用で，施行日から平成３１年１０月３１日までの間に使用料等の

支払を受ける権利が確定するものに係る使用料等（施行日以後初めて使用料等の支払を

受ける権利が確定する日が同月３１日後である公共下水道等の使用にあっては，当該確

定したもののうち，施行日以後初めて支払を受ける権利が確定する使用料等を前回確定

日（その直前の使用料等の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。）から施

行日以後初めて使用料等の支払を受ける権利が確定する日までの期間の月数で除し，こ

れに前回確定日から同月３１日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に

対応する部分に限る。）については，第４１条の規定による改正後の成田市下水道条例

第２０条の表の規定，第４２条の規定による改正後の成田市水道事業給水条例第２２条

第１項の表の規定，第４３条の規定による改正後の成田市簡易水道事業給水条例別表の

規定及び前項の規定にかかわらず，なお従前の例による。 
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４ 前項の月数は，暦に従って計算し，１月に満たない端数が生じたときは，これを１月

とする。 

別表 

（平３１条例４・全改） 

（１） 下総地区簡易水道の給水区域 

用

途 

口径（ミリメ

ートル） 

基本料金（１月につき） 超過料金（１立方メートル当

たり） 

基本水量 料金 使用水量による料金区分 

専

用 

２０以下 使用水量１０立

方メートルまで 

１，９９１円 使用水量３０立方メートルま

で １９９円１０銭 

３０立方メートルを超え１０

０立方メートルまで ２２０

円 

１００立方メートルを超える

分 ２３１円 

２５ 使用水量２０立

方メートルまで 

４，０８６円５

０銭 

３０ ４，１９１円 

４０ ４，２９５円５

０銭 

５０ ５，２３８円２

０銭 

７５ ５，７６２円９

０銭 

１００ ６，２８６円５

０銭 

共

用 

全ての口径 １世帯につき使

用水量１０立方

メートルまで 

１，９９１円 １世帯につき使用水量 

３０立方メートルまで １９

９円１０銭 

３０立方メートルを超え１０

０立方メートルまで ２２０

円 

１００立方メートルを超える

分 ２３１円 

臨

時

用 

全ての口径 使用水量１０立

方メートルまで 

２，５１４円６

０銭 

使用水量３０立方メートルま

で ２５１円９０銭 

３０立方メートルを超える分 

２６２円９０銭 

（２） 大栄地区簡易水道の給水区域 

料金（１月につき） 

基本料金 従量料金（１立方メートル当たり） 

口径（ミリメートル） 料金 

１３ ３５２円 １９８円 

２０ ９３５円 

２５ １，５４０円 

３０ ２，４２０円 

４０ ４，７３０円 

５０ ６，９３０円 
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７５ １７，３８０円 

１００以上 市長が定める額 

 

 

別表 

(1) 下総地区簡易水道の給水区域 

用途 口径(ミリメー

トル) 

基本料金(1カ月につき) 超過料金(1立方メー

トル当たり) 

基本水量 料金 使用水量による料金

区分 

専用 20以下 使用水量10立方

メートルまで 

1,954円80銭 使用水量30立方メー

トルまで 195円48銭 

30立方メートルを超

え100立方メートルま

で 216円 

100立方メートルを超

える分 226円80銭 

25 使用水量20立方

メートルまで 

4,012円20銭 

30 4,114円80銭 

40 4,217円40銭 

50 5,142円96銭 

75 5,658円12銭 

100 6,172円20銭 

共用 全ての口径 1世帯につき使

用水量10立方メ

ートルまで 

1,954円80銭 1世帯につき使用水量

30立方メートルまで 

195円48銭 

30立方メートルを超

え100立方メートルま

で 216円 

100立方メートルを超

える分 226円80銭 

臨時用 全ての口径 使用水量10立方

メートルまで 

2,468円88銭 使用水量30立方メー

トルまで 247円32銭 

30立方メートルを超

える分 258円12銭 

 

 

(2) 大栄地区簡易水道の給水区域 

料金(1カ月につき) 

基本料金 従量料金(1立方メートル当たり) 

口径(ミリメートル) 料金 

13 345円60銭 194円40銭 

20 918円 

25 1,512円 
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30 2,376円 

40 4,644円 

50 6,804円 

75 17,064円 

100以上 市長が定める額 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は，平成26年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日(以下「施行日」という。)以後の使用等に係る使用料等であって，

施行日前に許可等をされたものの額については，この条例による改正後のそれぞれの条

例の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

3 施行日前から継続して供給している公共下水道，水道及び簡易水道(以下「公共下水道

等」という。)の使用で，施行日から平成26年4月30日までの間に使用料等の支払を受け

る権利が確定するものに係る使用料等(施行日以後初めて使用料等の支払を受ける権利

が確定する日が同月30日後である公共下水道等の使用にあっては，当該確定したものの

うち，施行日以後初めて支払を受ける権利が確定する使用料等を前回確定日(その直前の

使用料等の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。)から施行日以後初めて使

用料等の支払を受ける権利が確定する日までの期間の月数で除し，これに前回確定日か

ら同月30日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に対応する部分に限る。)

については，第35条の規定による改正後の成田市下水道条例第20条の表の規定，第36条

の規定による改正後の成田市水道事業給水条例第22条第1項の表の規定，第37条の規定に

よる改正後の成田市簡易水道事業給水条例別表の規定及び前項の規定にかかわらず，な

お従前の例による。 

4 前項の月数は，暦に従って計算し，1月に満たない端数が生じたときは，これを1月とす

る。
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8.5 成田市水道事業給水条例施行規程 

○成田市水道事業給水条例施行規程 

平成１０年３月３１日 

水道事業管理規程第１号 

（趣旨） 

第１条 この管理規程は，成田市水道事業給水条例（平成１０年条例第１９号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（工事の承認申請） 

第２条 条例第４条の承認を受けようとする者は，給水装置新設（改造・修繕・撤去）承

認申請書（別記第１号様式）に必要書類を添えて水道事業管理者の権限を行う市長（以

下「管理者」という。）に申請しなければならない。 

２ 条例第６条第２項の規定により設計審査を受けようとする者は，前項の申請書と併せ

て，給水装置工事設計・精算書（別記第２号様式）を管理者に提出しなければならない。 

３ 給水装置の新設又は改造に伴って受水槽を設置しようとする者は，第１項の申請書に

その設計に関する参考図書を添付しなければならない。 

（給水装置工事の中止） 

第３条 条例第４条の規定により給水装置工事の承認を受けた者が当該承認に係る給水装

置工事を中止したときは，直ちに給水装置工事中止届（別記第３号様式）により管理者

に届け出なければならない。 

（給水装置の構成及び附属用具） 

第４条 給水装置は，給水管並びにこれに直結する分水栓，止水栓及び給水栓をもって構

成する。 

２ 給水装置には，メーター筐その他の附属用具を備えなければならない。 

（給水管及び給水用具の構造及び材質） 

第５条 条例第７条第１項の規定により管理者が指定する給水管及び給水用具の構造及び

材質のうち，公道（公道と同等の又は公道に準ずる利用形態が認められる私道を含む。）

内に用いる給水管の材質は，次のとおりとする。 

(1) 口径が５０ミリメートル以下の給水管 ステンレス鋼管又はポリエチレン管 

(2) 口径が５０ミリメートルを超える給水管 ダクタイル鋳鉄管又はポリエチレン管 

（平２８水管規程５・一部改正） 

（給水管径の決定） 

第６条 給水管の口径は，給水装置の所要水量及び給水栓の同時使用率その他の事情を考

慮して定めなければならない。 
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（工事検査） 

第７条 条例第６条第２項の規定により給水装置工事の工事検査を受けようとする者は，

工事しゅん工後，直ちに工事検査申請書（別記第４号様式）により管理者に申請しなけ

ればならない。 

（給水契約の申込み） 

第８条 条例第１２条の規定による申込みをしようとする者は，給水契約申込書（別記第

５号様式）により管理者に申し込まなければならない。 

（メーターの設置） 

第９条 条例第１５条第１項に規定するメーターは，１建築物に１個とする。ただし，当

該建築物が構造上２以上の部分に区分されており，独立して住居，店舗，事務所等の建

物としての用途に供することができる場合であって，給水装置を個別に当該部分に設置

したときは，当該給水装置ごとにメーターを設置することができる。 

２ 条例第１５条第３項に規定するメーターの設置の位置は，次に掲げる要件を備えてい

るものとし，当該メーターは，水平に設置しなければならない。 

(1) メーターの点検を容易に行うことができること。 

(2) 常に乾燥していること。 

(3) メーターを損傷するおそれがないこと。 

（メーターの管理） 

第１０条 メーターを設置する場所には，点検又は修繕に支障を来すような物件を置き，

又は工作物を設置してはならない。 

２ 物件又は工作物の設置によりメーターの点検又は修繕が著しく困難である場合は，管

理者は，当該メーターの位置を変更することができる。 

（受水槽に接続する装置） 

第１１条 条例第１５条第２項の規定により市のメーターを設置する受水槽に接続する装

置に係る工事のうちメーターに接続する部分に係る工事（修繕を除く。）は，指定給水

装置工事事業者が施行するものとする。 

２ 前項に規定する工事の設計又は施行方法については，管理者が別に定める。 

（給水装置等の検査の請求） 

第１２条 条例第２０条第１項の規定により給水装置の検査又は供給する水の水質検査の

請求をしようとする者は，給水装置（水質）検査請求書（別記第６号様式）により管理

者に請求しなければならない。 

（使用水量の通知） 

第１３条 条例第２３条の規定により管理者が使用水量を計量したときは，その都度，そ

の使用水量を水道使用者に通知する。 

（給水申込納付金に係る給水管の口径） 

第１４条 条例第２９条第２項の規定により給水申込納付金の額を算定する場合において，

当該給水装置が異なる口径の給水管で構成されているときは，当該給水装置に係る給水
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管の口径は，当該給水装置に設置するメーターの口径と等しい口径の給水管の口径とし

て同項中の表を適用する。 

（料金等の減免申請） 

第１５条 条例第３０条に規定する料金，手数料，給水申込納付金その他の費用の減免を

申請しようとする者は，料金等減免申請書（別記第８号様式）により管理者に申請しな

ければならない。 

２ 管理者は，前項の規定による申請があったときは，減免の可否を決定し，その旨を料

金等減免決定・却下通知書（別記第９号様式）により当該申請をした者に通知するもの

とする。 

（還付金の充当） 

第１５条の２ 管理者は，前条第２項の規定による減免の決定をしたことにより還付金が

生じた場合において，還付を受けるべき者に未収金があるときは，当該未収金に還付金

を充当することができる。 

（給水装置の確認申請） 

第１６条 条例第３２条第３項に規定する給水装置の確認を受けようとする者は，給水装

置確認申請書（別記第１０号様式）に給水装置工事設計・精算書その他必要な書類を添

えて，管理者に申請しなければならない。 

（平２８水管規程５・一部改正） 

（給水停止の通知） 

第１７条 条例第３３条の規定により管理者は，給水を停止しようとするときは給水停止

予告書（別記第１０号様式の２）により，給水を停止したときは給水停止書（別記第１

０号様式の３）により水道使用者に通知するものとする。ただし，緊急その他やむを得

ない場合は，この限りでない。 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及び自主検査） 

第１８条 条例第３６条第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理は，次

に掲げる管理基準により行うものとする。 

(1) 水槽の掃除を毎年１回以上定期に行うこと。 

(2) 水槽の点検等有害物，汚水等によって水が汚染されるのを防止するために必要な

措置を講ずること。 

(3) 給水栓における水の色，濁り，臭い，味その他の状態により供給する水に異常を

認めたときは，水質基準に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１０１号）の表の

上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

(4) 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは，直ちに給水を

停止し，かつ，その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講

ずること。 
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２ 条例第３６条第２項の規定による管理の状況に関する検査は，毎年１回以上定期に，

給水栓における水の色，濁り，臭い，味及び残留塩素の有無に関する水質について行う

ものとする。 

（令２水管規程２・一部改正） 

（届出の様式） 

第１９条 次の各号に掲げる届出の様式は，当該各号に定めるところによる。 

(1) 条例第１３条の届出 給水装置所有者代理人選定届（別記第１１号様式） 

(2) 条例第１４条第１項の届出 管理人選定届（別記第１２号様式） 

(3) 条例第１７条第１項第１号の届出 給水契約解除届（別記第１３号様式） 

(4) 条例第１７条第１項第２号の届出 用途変更届（別記第１４号様式） 

(5) 条例第１７条第１項第３号の届出 私設消火栓消防演習使用届（別記第１５号様

式） 

(6) 条例第１７条第２項第１号の届出 水道使用者氏名（住所）変更届（別記第１６

号様式） 

(7) 条例第１７条第２項第２号の届出 給水装置所有者変更届（別記第１７号様式） 

(8) 条例第１７条第２項第３号の届出 消防用使用届（別記第１８号様式） 

(9) 条例第１７条第２項第４号の届出 管理人変更届（別記第１９号様式） 

（平２８水管規程５・一部改正） 

（委任） 

第２０条 この管理規程に定めるもののほか必要な事項は，管理者が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は，平成１０年４月１日から施行する。 

（下総町及び大栄町の編入に伴う経過措置） 

２ 下総町及び大栄町の編入の日の前日までに，下総町水道事業給水条例施行規程（平成

１７年下総町訓令第２号）又は大栄町水道事業給水条例施行規程（平成１３年大栄町告

示第３９号）の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，この規程の相当規定に

よりなされたものとみなす。 

附 則（平成１１年４月１日水管規程第１号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１２年３月３１日水管規程第１号） 

この規程は，平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月３０日水管規程第１号） 

この規程は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年３月２９日水管規程第３号） 

この規程は，平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年１２月２７日水管規程第７号） 
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この規程は，平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月３１日水管規程第１号） 

この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年９月３０日水管規程第４号） 

（施行期日） 

１ この規程は，平成１６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の際現に様式の規定に基づいて作成されている帳票等は，この規程の

規定にかかわらず，当分の間，使用することができる。 

附 則（平成１８年３月２４日水管規程第９号） 

この規程は，平成１８年３月２７日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日水管規程第１号） 

この管理規程は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年９月２３日水管規程第３号） 

この管理規程は，平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１１月２９日水管規程第５号） 

この管理規程は，平成２９年１月１日から施行する。ただし，第１６条及び第１９条の

改正規定は，公布の日から施行する。 

附 則（令和元年９月２６日水管規程第２号） 

この管理規程は，令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１９日水管規程第２号） 

この管理規程は，公布の日から施行する。 
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8.6 成田市指定給水装置工事事業者規程  

○成田市指定給水装置工事事業者規程 

平成１０年３月３１日 

水道事業管理規程第２号 

（趣旨） 

第１条 この管理規程は，成田市水道事業給水条例（平成１０年条例第１９号。以下「条

例」という。）第６条第１項の規定により，成田市指定給水装置工事事業者（以下「指

定工事業者」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この管理規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 給水装置 需要者に水を供給するために水道事業管理者の権限を行う市長（以下

「管理者」という。）の施設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直

結する給水用具をいう。 

(2) 給水装置工事 給水装置の新設，改造，修繕（水道法施行規則（昭和３２年厚生

省令第４５号。以下「施行規則」という。）第１３条で定める給水装置の軽微な変更

を除く。）又は撤去の工事をいう。 

(3) 主任技術者 給水装置工事主任技術者をいう。 

（業務処理の原則） 

第３条 指定工事業者は，水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。），

水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号。以下「政令」という。），施行規則，条例，

成田市水道事業給水条例施行規程（平成１０年水道事業管理規程第１号。以下「施行規

程」という。）及びこの規程並びにこれらの規定に基づく管理者の指示を遵守し，誠実

にその業務を行わなければならない。 

（指定の申請） 

第４条 条例第６条第１項の指定は，給水装置工事の事業を行う者の申請により行う。 

２ 指定工事業者として指定を受けようとする者は，施行規則に定められた様式第１によ

る申請書に次に掲げる事項を記載し，管理者に申請しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者及び役員の氏名 

(2) 成田市水道事業の設置等に関する条例（昭和４２年条例第８号）第３条第２項に

定める計画給水区域において給水装置工事の事業を行う事業所（以下「事業所」とい

う。）の名称及び所在地並びに第１２条第１項の規定によりそれぞれの事業所におい

て選任されることとなる主任技術者の氏名及び当該主任技術者が交付を受けている

免状の交付番号 

(3) 給水装置工事を行うための機械器具の名称，性能及び数 

(4) 事業の範囲 
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３ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1) 次条第３号のアからカまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する書類 

(2) 法人にあっては定款及び登記事項証明書，個人にあってはその住民票の写し 

４ 前項第１号に規定する書類は，施行規則に定められた様式第２によるものとする。 

（令元水管規程５・一部改正） 

（指定の基準） 

第５条 管理者は，前条第１項の指定の申請をした者が次の各号のいずれにも適合してい

ると認めるときは，同項の指定をしなければならない。 

(1) 事業所ごとに第１２条第１項の規定により主任技術者として選任されることとな

る者を置く者であること。 

(2) 次に掲げる機械器具を有する者であること。 

ア 金切りのこその他の管の切断用の機械器具 

イ やすり，パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具 

ウ トーチランプ，パイプレンチその他の接合用の機械器具 

エ 水圧テストポンプ 

(3) 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 精神の機能の障害により給水装置工事の事業を適正に行うに当たって必要な認

知，判断及び意思疎通を適正に行うことができない者 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ウ 法に違反して，刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなく

なった日から２年を経過しない者 

エ 第８条の規定により指定を取り消され，その取消しの日から２年を経過しない者 

オ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相

当の理由がある者 

カ 法人であって，その役員のうちにアからオまでのいずれかに該当する者があるも

の 

（令元水管規程５・一部改正） 

（指定証の交付等） 

第６条 管理者は，第４条第１項の指定を行ったときは，速やかに指定工事業者に成田市

指定給水装置工事事業者指定証（別記様式。以下「指定証」という。）を交付する。 

２ 指定工事業者は，事業の廃止を届け出たとき又は第８条の規定による指定の取消しを

受けたときは，指定証を管理者に返納するものとする。 

３ 指定工事業者は，事業の休止を届け出たとき又は第９条の規定による指定の停止を受

けたときは，指定証を管理者に提出するものとする。 

４ 指定工事業者は，指定証を汚損し，又は紛失したときは，再交付を申請することがで

きる。 
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（指定の更新） 

第６条の２ 第４条第１項の指定は，５年ごとにその更新を受けなければ，その期間の経

過によって，その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において，同項の期間（以下この項及び次項において

「指定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する決定がされないとき

は，従前の指定は，指定の有効期間の満了後もその決定がされるまでの間は，なおその

効力を有する。 

３ 前項の場合において，指定の更新がされたときは，その指定の有効期間は，従前の指

定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前３条の規定は，第１項の指定の更新について準用する。 

５ 前項において準用する前条第１項に規定する場合において，管理者は，指定工事業者

から指定証を返納させた上で，新たな指定証を交付するものとする。 

（令元水管規程３・追加） 

（変更等の届出） 

第７条 指定工事業者は，次の各号のいずれかの事項に変更があったとき又は給水装置工

事の事業を廃止し，休止し，若しくは再開したときは，次項に定めるところにより，そ

の旨を管理者に届け出なければならない。 

(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者の氏名 

(3) 法人にあっては，役員の氏名 

(4) 主任技術者の氏名又は主任技術者が交付を受けた免状の交付番号 

２ 前項の規定により変更の届出をしようとする者は，変更のあった日から３０日以内に

施行規則に定められた様式第１０による届出書に次の書類を添えて管理者に届け出な

ければならない。 

(1) 前項第２号に掲げる事項の変更の場合には，法人にあっては定款及び登記事項証

明書，個人にあっては住民票の写し 

(2) 前項第３号に掲げる事項の変更の場合には，施行規則に定められている様式第２

による第５条第３号アからカまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する

書類及び登記事項証明書 

３ 第１項により事業の廃止，休止又は再開の届出をしようとする者は，事業を廃止し，

又は休止したときは当該廃止又は休止の日から３０日以内に，事業を再開したときは当

該再開の日から１０日以内に，施行規則に定められた様式第１１による届出書により管

理者に届け出なければならない。 

（令元水管規程５・一部改正） 

（指定の取消し） 

第８条 管理者は，指定工事業者が次の各号のいずれかに該当するときは，第４条第１項

の指定を取り消すことができる。 
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(1) 不正の手段により第４条第１項の指定を受けたとき。 

(2) 第５条各号のいずれかに適合しなくなったとき。 

(3) 前条の規定による届出をせず，又は虚偽の届出をしたとき。 

(4) 第１２条各項の規定に違反したとき。 

(5) 第１３条に規定する給水装置工事の事業の運営に関する基準に従った適正な工事

の事業の運営をすることができないと認められるとき。 

(6) 第１６条の規定による管理者の求めに対し，正当な理由なくこれに応じないとき。 

(7) 第１７条の規定による管理者の求めに対し，正当な理由なくこれに応じず，又は

虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。 

(8) その施行する給水装置工事が水道施設の機能に障害を与え，又は与えるおそれが

大であるとき。 

（令元水管規程３・一部改正） 

（指定の停止） 

第９条 前条各号に該当する場合において，指定工事業者に斟酌すべき特段の事情がある

ときは，管理者は，指定の取消しに替えて，６月を超えない期間を定め指定の効力を停

止することができる。 

（指定等の公示） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当するときは，その都度成田市公告式条例（昭和２９

年条例第３号）に基づき公示する。 

(1) 第４条第１項の規定により指定工事業者を指定したとき。 

(2) 第６条の２第４項の規定において準用する第４条第１項の規定により指定工事業

者の指定を更新したとき。 

(3) 第７条の規定により指定工事業者から給水装置工事の事業の廃止，休止，又は再

開の届出があったとき。 

(4) 第８条の規定により指定工事業者の指定を取り消したとき。 

(5) 前条の規定により指定工事業者の指定を停止したとき。 

（令元水管規程３・一部改正） 

（主任技術者の職務等） 

第１１条 主任技術者は，次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 

(1) 給水装置工事に関する技術上の管理 

(2) 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

(3) 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が政令第６条に定める基準に適合し

ていることの確認 

(4) 給水装置工事に関し，管理者と次に掲げる連絡又は調整を行うこと。 

ア 配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合における配水

管の位置の確認に関する連絡調整 
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イ 第１３条第２号に掲げる工事に係る工法，工期その他の給水装置工事上の条件に

関する連絡調整 

ウ 給水装置工事を完了した旨の連絡 

２ 給水装置工事に従事する者は，主任技術者がその職務として行う指導に従わなければ

ならない。 

（令元水管規程３・一部改正） 

（主任技術者の選任等） 

第１２条 指定工事業者は，第４条第１項の指定を受けた日から２週間以内に，事業所ご

とに，主任技術者を選任し，管理者に届け出なければならない。 

２ 指定工事業者は，その選任した主任技術者が欠けるに至ったときは，当該事由が発生

した日から２週間以内に新たに主任技術者を選任し，管理者に届け出なければならない。 

３ 指定工事業者は，主任技術者を選任し，又は解任したときは，施行規則に定められた

様式第３による届出書により，遅滞なくその旨を管理者に届け出なければならない。 

４ 指定工事業者は，主任技術者の選任を行うに当たっては，一の事業所の主任技術者が

同時に他の事業所の主任技術者とならないようにしなければならない。ただし，１人の

主任技術者が当該二以上の事業所の主任技術者となってもその職務を行うに当たって

特に支障がないときは，この限りでない。 

（事業の運営の基準） 

第１３条 指定工事業者は，次に掲げる給水装置工事の事業の運営に関する基準に従い，

適正な給水装置工事の事業の運営に努めなければならない。 

(1) 給水装置工事ごとに，前条第１項の規定により選任した主任技術者のうちから，

当該工事に関して第１１条第１項各号に掲げる職務を行う者を指名すること。 

(2) 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水

道メーターまでの工事を施行する場合において，当該配水管及び他の地下埋設物に変

形，破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技

能を有する者を従事させ，又はその者に当該工事に従事する他の者を実地に監督させ

ること。 

(3) 前号に掲げる工事を施行するときは，あらかじめ管理者の承認を受けた工法，工

期その他の工事上の条件に適合するように当該工事を施行すること。 

(4) 主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の施行技術の

向上のために，研修の機会を確保するよう努めること。 

(5) 次に掲げる行為を行わないこと。 

ア 政令第６条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合しない給水装置を

設置すること。 

イ 給水管及び給水用具の切断，加工，接合等に適さない機械器具を使用すること。 

(6) 施行した給水装置工事ごとに，第１号の規定により指名した主任技術者に次に掲

げる事項に関する記録を作成させ，当該記録をその作成の日から３年間保存すること。 
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ア 施主の氏名又は名称 

イ 施行の場所 

ウ 施行完了年月日 

エ 主任技術者の氏名 

オ しゅん工図 

カ 給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 

キ 第１１条第１項第３号の確認の方法及びその結果 

（令元水管規程３・一部改正） 

（設計審査） 

第１４条 指定工事業者は，条例第６条第２項に規定する設計審査を受けるため，施行規

程第２条第２項に定める給水装置工事設計・精算書に設計図を添えて管理者に申請しな

ければならない。 

（工事検査） 

第１５条 指定工事業者は，条例第６条第２項に規定する給水装置工事検査を受けるため，

工事しゅん工後速やかに施行規程第７条に定める工事検査申請書により管理者に申請

しなければならない。 

２ 指定工事業者は，検査の結果，手直しを要求されたときは，指定された期間内にこれ

を行い，改めて管理者の検査を受けなければならない。 

（主任技術者の立会い） 

第１６条 管理者は，指定工事業者が施行した給水装置に関し，法第１７条第１項の規定

による給水装置の検査の必要があると認めるときは，当該給水装置に係る給水装置工事

を施行した指定工事業者に対し，当該工事に関し第１３条第１号の規定により指名され

た主任技術者又は当該工事を施行した事業所に係るその他の主任技術者の立会いを求

めることができる。 

（報告又は資料の提出） 

第１７条 管理者は，指定工事業者に対し，当該指定工事業者が施行した給水装置工事に

関し必要な報告又は資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第１８条 この管理規程に定めるもののほか必要な事項は，管理者が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は，平成１０年４月１日から施行する。 

（成田市指定水道工事店規程の廃止） 

第２条 成田市指定水道工事店規程（昭和５６年訓令第４号。以下「旧規程」という。）

は，廃止する。 

（旧規程に基づく成田市指定水道工事店に対する経過措置） 
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第３条 旧規程により指定を受けている成田市指定水道工事店（以下「指定工事店」とい

う。）は，条例第６条第１項の適用については，平成１０年４月１日から９０日間（次

項の規定による届出があったときは，その届出があったときまでの間）は，条例第６条

第１項の指定を受けた者とみなす。 

２ 旧規程により指定を受けている指定工事店が，平成１０年４月１日から９０日以内に

次の各号に定める事項を管理者に届け出たときは，条例第６条第１項の指定を受けた者

とみなす。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

(2) 法人である場合には役員の氏名 

(3) 事業の範囲 

(4) 事業所の名称及び所在地 

３ 前項の届出は，民間活動に係る規制の改善及び行政事務の合理化のための厚生省関係

法律の一部を改正する法律（平成８年法律第１０７号）による改正後の水道法附則第２

条第２項の届出に関する省令により定められた別記様式による届出書を提出して行う

ものとする。 

４ 前項の届出書には，法人にあっては定款又は寄附行為及び登記簿の謄本，個人にあっ

てはその住民票の写し又は外国人登録済証明書を添えなければならない。 

５ 第２項の届出を行う指定工事店は，届出と同時に旧規程に基づく成田市指定水道工事

店指定証を管理者に返納しなければならない。 

６ 管理者は，第２項の届出の受理後，速やかに第６条第１項に定める指定証を交付する。 

７ 第２項の規定により条例第６条第１項の指定を受けた者とみなされた者についての第

８条の規定の適用については，平成１０年４月１日から１年間は，同条中「次の各号」

とあるのは「第１号から第３号又は第５号から第８号まで」と，同条第２号中「第５条

各号」とあるのは「第５条第２号又は第３号」とする。 

８ 第２項の規定により条例第６条第１項の指定を受けた者とみなされた者について第１

３条の規定を適用する場合においては，平成１１年３月３１日までの間，同条第１号，

第４号及び第６号中「主任技術者」とあるのは「主任技術者又は旧規程に基づく責任技

術者の資格を有する者」とする。 

（旧規程に基づく責任技術者に対する経過措置） 

第４条 平成１０年３月３１日において次の各号のいずれかに該当する者は，給水装置工

事主任技術者試験及び水道法施行規則の一部を改正する省令（平成８年厚生省令第６９

号）附則第２条第１項に定める経過措置の適用並びに前条第８項に定める経過措置の適

用にあたり，旧規程に基づく責任技術者の資格を有するものにあたるとみなす。 

(1) 旧規程に基づく責任技術者としての登録を受けている者 

(2) 旧規程に基づく責任技術者としての登録資格を有し，登録可能期間が満了してい

ない者 

(3) その他管理者が前号の者に相当すると認める者 
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（下総町及び大栄町の編入に伴う経過措置） 

第５条 下総町及び大栄町の編入の日の前日までに，下総町指定給水装置工事事業者規程

（平成１７年下総町訓令第３号）又は大栄町指定給水装置工事事業者規程（平成１５年

大栄町告示第２８号）の規定によりなされた手続その他の行為は，この規程の相当規定

によりなされたものとみなす。 

附 則（平成１３年３月３０日水管規程第２号） 

この規程は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日水管規程第１号） 

この規程は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２４日水管規程第１０号） 

この規程は，平成１８年３月２７日から施行する。 

附 則（平成１８年４月２８日水管規程第１２号） 

この規程は，平成１８年４月２９日から施行する。 

附 則（平成２０年９月３０日水管規程第３号） 

この規程は，一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）

の施行の日（平成２０年１２月１日）から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日水管規程第１号） 

この管理規程は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２１日水管規程第２号） 

この管理規程は，平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（令和元年９月２６日水管規程第３号） 

この管理規程は，令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和元年１２月１８日水管規程第５号） 

この管理規程は，公布の日から施行する。 



201 

 

 



202 

 

8.7 給水装置工事検査要綱 

○給水装置工事検査要綱 

平成 18 年 3 月27日 

平成 27 年 4 月 1 日改訂 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、成田市水道事業給水条例（平成１０年条例第１９号。以下｢条例｣という。）

第６条第２項の規定による給水装置工事の工事検査に関し必要な事項を定めることを目的とす

る。 

(工事検査) 

第 2 条 管理者は、成田市水道事業給水条例施行規程(平成１０年水道事業管理規程第１号。以下

「施行規程」という。)第７条の申請に係るすべての給水装置工事について、工事検査を行うも

のとする。また、管理者が必要と認めるときは、工事の施工過程においても行うものとする。 

(検査員及び班編成) 

第 3 条 検査員は、管理者が定める職員をもってあてるものとする。 

2 工事検査は、原則として一班につき 2名の検査員で行うものとする。ただし、管理者は、給水

装置工事の規模に応じて検査員の数を変更することができる。 

(工事検査の立会い) 

第 4 条 工事検査の立会いは、水道法施行規則(昭和 32年厚生省令第 45 号)第 36 条第 1 号の規定

により、当該給水装置工事を行う者として指名された給水装置工事主任技術者とする。ただし、

特段の事情があるときは、当該給水装置工事に精通している者を立会者とすることができる。 

(自主検査の報告) 

第 5 条 指定給水装置工事事業者は、条例第６条第２項に規定する給水装置工事検査を受けるた

め、あらかじめ当該給水装置工事について自主検査し、その結果について工事検査申請書提出

時に自主検査報告書(様式第 3 号)により管理者に提出しなければならない。 

(検査事項及び方法) 

第 6 条 工事検査は、施行規程第２条第 1 項及び第 2 項に規定する給水装置新設(改造・修繕・撤

去)設計・精算書(以下「設計・精算書」という。)、工事写真及びその他の関係書類に基づき工

事の実施状況について、水道法施行令(昭和 32 年政令第 336 号。以下「令」という。)及び条例

により、次の各号に掲げる項目を確認するものとする。 

(1) 配管状況の確認 

(2) 給水用具等設置状況の確認 

特に、量水器の設置方向の確認並びに量水器を複数設置する場合における部屋番号及び量水

器番号の照会については必ず行うこと。 

(3) 使用材料の確認 

(4) 水圧検査 

原則として、耐圧性能試験（給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（平成９年３月１

９日厚生省令第１４号）第１条第１項第１号に規定する耐圧性能試験をいう。）を実施し、漏

水の有無について確認すること。 

(5) 水質検査 

井水等の他の水管との接続誤り及び水質変化の確認のため、通水後給水栓より採水し、次に

掲げる各項目について検査を行うこと。 
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残留塩素(遊離塩素) 

(6) 路面復旧状況の確認 

(7) その他、現場に応じた必要な事項 

(工事の改善等) 

第 7 条 工事検査の結果、改善を要すると認めた箇所が有るときは、文書又は口頭により期間を

定め、当該工事の改善を指示することができる。 

2 前項の規定により改善を指示した給水装置工事について、完成した旨の報告があったときは、

当該部分の確認を行うものとする。 

(検査の報告) 

第 8 条 検査員は、工事検査の結果について工事検査報告書(様式第 1号)及び工事検査調書(様式

第 2 号)により報告しなければならない。 

附 則 

(施行期日) 

この要綱は、平成 18 年 3月 27 日から施行する。  
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様式第１号 
受付番号  

 

 

工 事 検 査 報 告 書  

 

  年  月  日 

 

（あて先）成田市長 

 

 

検査員職・氏名           印 

       印 

 

 

命により、給水装置工事の検査を実施したので、下記のとおり報告いたします。 

 

 

記 
 

工 事 場 所 成田市 

建物名称（仮称）  

工 事 の 種 類  水栓番号  第   号 

申 請 者 
住 所  

氏 名  

指 定 給 水 装 置 

工 事 事 業 者 
指定番号 第   号 

給 水 装 置 工 事 

主 任 技 術 者 
免状番号 第      号 

検 査 立 会 者  

検 査 結 果 

□    年  月  日に工事検査調書（様式第 2 号）により

実施した工事検査の結果、適正であることを認める。 

 

□    年  月  日に実施した工事検査の結果、先の指示

事項を改善したので、適正であることを認める。 
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様式第２号 
受付番号  

 

工 事 検 査 調 書  

 

工事の種類 新設・改造・修繕・撤去 水栓番号 第   号 

 

No 検 査 項 目 検 査 結 果 

1 管 の 種 類 □設計・精算書のとおり □不適合(         ) 

2 管 の 口 径 □設計・精算書のとおり □不適合(         ) 

3 布 設 延 長 □設計・精算書のとおり □不適合(         ) 

4 埋 設 深 さ 

□公道部 □  cm 以上 □ 浅層埋設 

□私道部 □ 60cm 以上 □ 60cm 未満(    cm) 

□宅内部 □ 30cm 以上 □ 30cm 未満(    cm) 

5 管 の 接 合 状 況 □適正  □不適正(               ) 

6 逆流防止装置の設置状況 □適正  □不適正(               ) 

7 吐水口と越流面との間隔 □適正  □不適正(               ) 

8 給 水 用 具 の 取 付 状 況 □適正  □不適正(               ) 

9 管 の 防 護 処 置 □適正  □不適正(               ) 

10 使 用 材 料 の 確 認 □適正  □不適正(               ) 

11 止水栓、筐の設置状況 □適正  □不適正(               ) 

12 量 水 器 の 設 置 状 況 
□適正(□設置方向 □部屋番号 □量水器番号) 

□不適正(               ) 

13 
水 圧 検 査 

( 0 . 7 5 M p a・ 1 分間) 

□漏水なし  □漏水あり(□公道部 □宅内部) 

□常圧      Mpa 

14 水 質 検 査 
□残留塩素     mg/L 

□色・濁り(□有 □無) 

15 増 圧 装 置 の 圧 力 制 御 
□吐出圧力      MPa 

□自動停止圧力 0.07MPa 以上 □自動復帰圧力 0.10MPa 

16 路 面 復 旧 状 況 □良好  □不良(□仮復旧  □本復旧) 

17 所 見 □適正  □指示事項改善後、確認 

 （指示事項） 改善期限：   年  月  日 

・ 

・ 
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様式第３号 
受付番号  

 

自 主 検 査 報 告 書  

  年  月  日 

 

（あて先）成田市長 

 

工事場所 

申 請 者 

指定給水装置工事事業者 

代表者氏名                   印 

給水装置工事主任技術者氏名           印 

 

水道法第２５条の１０の規定に基づき、下記の項目について確認したことを報告いたします。 

 

No 検 査 項 目 検 査 結 果 

1 管 の 種 類 □設計・精算書のとおり □設計・精算書訂正 

2 管 の 口 径 □設計・精算書のとおり □設計・精算書訂正 

3 布 設 延 長 □設計・精算書のとおり □設計・精算書訂正 

4 埋 設 深 さ 

□公道部 □  cm 以上 □ 浅層埋設 

□私道部 □ 60cm 以上 □ 60cm 未満(    cm) 

□宅内部 □ 30cm 以上 □ 30cm 未満(    cm) 

5 管 の 接 合 状 況 □適正 

6 逆流防止装置の設置状況 □適正  □該当無し 

7 吐水口と越流面との間隔 □適正  □該当無し 

8 給 水 用 具 の 取 付 状 況 □適正 

9 給 水 栓 等 の 位 置 □設計・精算書のとおり □設計・精算書訂正 

10 管 の 防 護 処 置 □適正 

11 使 用 材 料 の 確 認 □認証品 

12 止水栓、筐の設置状況 □適正 

13 耐圧検査(0.75Mpa･1 分間) □漏水なし 

14 水 質 検 査 
□残留塩素 0.1mg/L 以上を確認(    mg/L) 

□0.1mg/L 以下(    mg/L) 

15 増 圧 装 置 の 圧 力 制 御 
□吐出圧力      MPa 

□自動停止圧力 0.07MPa 以上 □自動復帰圧力 0.10MPa 

16 路 面 復 旧 状 況 □良好  □不良(□仮復旧  □本復旧) 
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8.8 既設装置の給水装置認定取扱要綱 

○既設装置の給水装置認定取扱要綱 

平成 18 年 3 月27日 

平成 27 年 4 月 1 日改訂 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、既存の井水装置及び受水槽以下装置(以下「既設装置」という。)を成田市

水道事業給水条例（平成 10 年条例第 19号。以下｢条例｣という。）第 2 条に定める給水装置(以

下「装置」という。)として再使用する場合の取扱いについて必要な事項を定めることを目的と

する。 

(認定の条件) 

第 2 条 既設装置は、飲料水として使用されていたものであり、次の各号の条件をすべて満たし

ているもの、又は満たすよう取替えにより改善されたものとする。 

(1) 使用している給水管及び給水用具の構造及び材質が水道法施行令(昭和 32年政令第 336

号)第 6 条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合しているものであること。 

(2) 材質及び構造による水質汚染、老朽化による漏水のおそれがないものであること。 

(3) 当該装置以外の水管その他の設備等と完全に切り離されているものであること。 

(認定基準) 

第 3 条 給水装置としての認定は、成田市給水装置工事検査要綱(平成 18年成田市告示第 号)

に基づく工事検査により、第 2条(認定の条件)を満たしていると認められる場合に行うものと

する。 

(申請) 

第 4 条 申請の方法は、成田市水道事業給水条例施行規程(平成１０年水道事業管理規程第１号。

以下「施行規程」という。)第 2条の規定によるものとし、次の各号に掲げる事項を調査した既

設装置調査報告書(別記様式)及び第 2 項に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 第 2条(認定の条件)の確認。 

(2) 原則として、耐圧性能試験（給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（平成９年３月

１９日厚生省令第１４号）第１条第１項第１号に規定する耐圧性能試験をいう。）を実施し、

漏水の有無についての確認。 

(3) 更生工事を施工した履歴があるかの確認。また、施工していた場合、ライニングに使用さ

れた塗料・工法及び施工状況の確認。 

２ 更生工事の施工が確認された場合の確認書類は下記のとおりとする。 

図 書 類 
塗料・工法及び施工状況が 

確認可能 確認不可能 

塗料の浸出性能基準適合証明書 

(または認証登録証の写し) ○  

更生工事施工時の施工計画書 ○  

更生工事施行時の施工報告書 

(写真添付) ○  

浸出性能確認の水質試験成績証明書 ○  

浸出性能試験成績証明書  ○ 

誓約書 必要に応じ○ 必要に応じ○ 

その他管理者が指示した書類 ○ ○ 
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(申請書の記載) 

第 5 条 申請書の記載は、次の各号によるものとする。 

(1) 配管図における表示は、既設装置を再使用する部分は点線、再使用しない部分は二重点線

で表示するものとする。(参考例―1) 

(2) 使用材料の管種、口径及び延長は、再利用する既設装置及び新設する装置のすべてを記載

するものとする。(参考例―1) 

(3) 使用材料は、再利用する既設装置分を既設装置材料と明示し、新設する装置と区分できる

よう記載するものとする。(参考例―2) 

附 則 

(施行期日) 

この要綱は、平成 18 年 3 月 27 日から施行する。 
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別記様式 

既設装置調査報告書 

年  月  日 

 （あて先）成田市長 

 

指定給水装置工事事業者名          

  給水装置工事主任技術者名        印 

 

 このことについて、既設装置の給水装置認定取扱要綱第 4 条の規定により、

下記のとおり報告いたします。 

記 
 

装 置 種 別  井水装置 ・ 受水槽以下装置 

工 事 場 所    

申 請 者 氏 名    

既 設 水 栓 番 号    

使 用 材 料 の 確 認  
□水道法施行令第 6条の基準に適合している 

□適合していないので改善が必要(       ) 

更 生 工 事 の 有 無 
□あり(使用した塗料・工法及び施工状況の確認が□可能 □不可能) 

□なし                   

構 造 の 確 認  
□異常なし 

□異常有り (                ) 

他 の 水 管 、 設 備 と の 

切 離 確 認  

□切離可能 

□切離不可能(                ) 

水 圧 試 験 

（ 0 . 7 5 M P a  １ 分 間 ) 

□漏水なし(写真添付) 

□漏水有り (                ) 

申 請 者 確 認 欄  
   年  月  日 

申請者氏名          印 

備考 

 

 

 

 

 

 

＊(  )内に改善内容を記入のこと。 
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参考例―1 

平面図 

 

立面図 

  

 

 

 

 

φ20 CSST 

φ20 CSST 
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参考例―2 

 

 

 

 品名 形寸 
員数 

設計 精算 

公
道
部 

ステンレス製サドル分水栓 100mm×20mm 1 個  

PF 継手メーター用 20ｍｍ 1 個  

波状ステンレス管 20ｍｍ 5.0ｍ  

PF 継手ソケット 20ｍｍ 1 個  

    

    

    

    

    

宅
地
部 

波状ステンレス管 20ｍｍ 2.0ｍ  

ステンレス製ボール止水栓 20ｍｍ 1 個  

止水栓筺 φ75×450H 1 個  

コンクリート平板 300×300×60t 1 個  

埋設式メーターBOX（FRP） 20ｍｍ 1 個  

ボール伸縮止水栓 20ｍｍ 1 個  

ビニール管（VP） 20ｍｍ 5.8ｍ  

既設装置材料（再利用分）    

硬質塩化ビニル管 13mm 2.0m  

ビニルライニング鋼管 B 13mm 3.3m  

万能ホーム水栓 13mm 2 個  

    

    

    

    

 使用材料は、水道法施行令(昭和 32 年政令第 336 号)第 6 条に規定する基準に

適合していることを確認しました。 

給水装置工事主任技術者 

氏名             印   
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8.9 指定給水装置工事事業者の研修に関する取扱要綱 

○指定給水装置工事事業者の研修に関する取扱要綱 
 

 

平成 21 年 4 月 1 日 

 

(目的) 

第 1 条 給水装置は、人の生命、健康に直接係る水道水の衛生に関連する施設である。したがっ

て、指定給水装置工事事業者（以下「指定事業者」という。）に定期的な研修を受講させるこ

とにより、お客さまへの安全・安心な給水の確保の実現に向けて市長からの速やかな情報提供

を図るとともに、併せて、給水装置工事主任技術者（以下「主任技術者」という。）の選任・

解任等の変更届提出状況等の確認を同時に行うことを目的とする。 

(研修対象者) 

第 2 条 研修の対象は、市長が自ら指定を行った全ての指定事業者のうち、この研修を踏まえ必

要な社内の周知や教育を実施できる者を対象とする。 

(研修時期) 

第 3 条 おおむね 3年に 1 回の開催とする。 

(研修通知) 

第 4 条 市長は、自ら指定を行った全ての指定事業者に対して通知するものとする。 

(申請手続) 

第 5 条 研修を受講しようとする指定事業者は、次に掲げる事項を記載した研修受講申請書（別

表第１号様式）を市長に提出するものとする。 

①指定事業者名および住所。 

②研修を受けようとする者の氏名および住所。 

③主任技術者名等。 

(研修費用) 

第 6 条 研修に際し、市長が指定事業者より研修受講料として、その実費(テキスト代等)を徴収

することができる。なお、その費用は市長がとりまとめることとする。 

(研修修了証の交付) 

第 7 条 研修受講者に対して、市長は修了証書（第２号様式）を交付することとする。 

(研修不参加者の取扱い) 

第 8 条 研修に参加できない指定事業者については、その理由を研修不参加理由書（第３号様式）

によって市長に提出するものとする。 

(研修の実施主体) 

第 9 条 研修は、指定事業者を自ら指定している市長が実施する。 

(研修テキスト) 

第 10 条 研修は（社）日本水道協会の共通テキスト及び成田市のテキストを使用し行うものとす

る。 

(補則) 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 21 年 4月 1 日から施行する。 
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別表第１号様式 

 

 

成田市指定給水装置工事事業者 

研修受講申請書 

 

 

（あて先）成田市長 

年  月  日 
       

 

 

 

成田市指定給水装置工事事業者の研修を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

指 定 番 号 第          号 

氏 名 又 は 名 称  

住 所  

代 表 者 の 氏 名  

電 話 番 号  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

Ｅメールアドレス  

研 修 参 加 者 

住 所 氏 名 主任技術者の名状交付番号 

  第          号 

  第          号 

  第          号 
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第２号様式 

        第     号 

 

 

修 了 証 書 

 

 

指 定 番 号          号 

氏 名 又 は 名 称  

受 講 者 名  

給水装置工事主任技術者免状の交付番号                  号 

 

 

 

あなたは    年度の成田市水道部による 

指定給水装置工事事業者の研修を終了 

したことを証します。 

 

 

 

 

  年  月  日 

成田市長 
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第３号様式 

 

 

成田市指定給水装置工事事業者 

研修不参加理由書  

 

 

（あて先）成田市長 

年  月  日 
       

 

 

 

特段の事由により、成田市指定給水装置工事事業者の研修に参加できないので、不参加理由

書を提出します。 

 

指 定 番 号 第          号 

氏 名 又 は 名 称  

住 所  

代 表 者 の 氏 名  

電 話 番 号  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

Ｅメールアドレス  

研 修 不 参 加 事 由 
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様式第３（第２２条関係） 

 

給水装置工事主任技術者選任・解任届出書 

 

（あて先）成田市長 

年  月  日 
       

 

届出者                   

 

 

水道法25条の4の規定に基づき、次のとおり給水装置工事主任技術者の 

選任  

解任 の届出をします。 

給水区域で給水装置工事の事業を行う事業所の名称            

上記事業所で選任・解任する給水装置工事主任技術者の氏名 給水装置工事主任技術者の免状の交付番号  選任・解任の年月日 

   

 

     

（備考）この用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4番とすること。 
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様式第１０（第３４条関係） 

 

指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書 

 

 

（あて先）成田市長 

 

    年  月  日   

 

 

届出者                    

 

 

水道法25条の7の規定に基づき、次のとおり変更の届出をします。 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 
氏名又は名称  

住    所  

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ 
代表者の氏名  

変 更 に 係 わ る 事 項 変 更 前 変 更 後 変更年月日 
        

（備考）この用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4番とすること。 
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様式第１１（第３５条関係） 

 

 

廃 止 

給水装置工事事業者 休 止 届出書 

再 開 

 

 

（あて先）成田市長 

 

 

年  月  日 
       

 

 

 

廃  止 

水道法25条の7の規定に基づき、給水装置工事の事業の 休 止 の届出をします。 

再  開 

 

指 定 番 号 第          号 

氏 名 又 は 名 称  

住 所  

代 表 者 の 氏 名  

電 話 番 号  

（廃止・休止・再開） 

の年月日 
 

（廃止・休止・再開） 

の理由 

 

（備考）この用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4番とすること。 
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8.10 指定給水装置工事事業者の違反行為に係る事務処理要綱 

○指定給水装置工事事業者の違反行為に係る事務処理要綱 

 

 

平成 21 年 4 月 1 日 

 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、成田市指定給水装置工事事業者規程(平成 10 年水道事業管理規程第 2 号。

以下「事業者規程」という。) 第 8条又は第 9 条の規定に基づき、成田市指定給水装置工事事

業者（以下「指定事業者」という。）の違反行為に係る事務処理について、必要な事項を定め

るものとする。  

(用語の定義) 

第 2 条 この要綱における用語の定義は、水道法（昭和 32年法律第 177 号。以下「法」という。）

及び成田市水道事業給水条例の例による。 

(違反行為の調査、報告等) 

第 3 条 工務課長は、指定事業者が違反行為を行った疑いがあるときは、その事実関係の調査を

行う。 

２ 工務課長は、前項の調査において違反行為の事実が認められたときは、当該指定事業者に対

し、直ちに違反行為を是正するよう指導する。 

３ 工務課長は、当該指定事業者から違反行為報告書(第１号様式)の提出を求めるとともに、違

反行為調査兼報告書(第２号様式)を作成し、水道部長に報告を行う。 

(文書による注意) 

第 4 条 水道部長は、違反行為の内容を検討し、行政処分は要しないが、違反行為の再発を防止

するため注意等を促すことが必要と認めるときは、文書による注意を行うことができる。 

(行政処分) 

第 5 条 水道部長は、違反行為の内容を検討し、行政処分が必要と認められるときには、市長に

報告し、違反行為審査委員会（以下「審査委員会」という。）開催の要否について、意見を具

申することができる。 

(意見陳述のための手続) 

第 6 条 市長は、違反行為の内容が行政処分に相当すると認めるときは、審査委員会の開催前に、

当該処分の名あて人になるべき者について、弁明の機会を付与し又は意見陳述のため聴聞の手

続を行うものとする。 

２ 弁明の機会の付与にあたっては、弁明書の提出を求めるものとする。 

３ 聴聞の実施に当っては、聴聞通知書により通知する。 

４ 聴聞は、工務課長が主宰する。 

５ 聴聞を終結したときは、水道部長は、速やかに聴聞調書、聴聞報告書及び処分案を作成し、

市長に報告する。 

６ その他意見陳述のための手続きに関しては、成田市行政手続条例（平成 9年 3月 31 日条例第

１号）に定めるところによる。 

(審査委員会の開催) 

第 7 条 行政処分を行うにあたっては、業務課長を審査委員長とする審査委員会を開催し、処分

案について審議する。 
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２ 審査委員会の委員は、次に掲げる職にある者とする。 

（１） 水道技術管理者 

（２） 水道部長 

（３） 工務課長 

(処分の決定) 

第 8 条 処分の決定は、審査委員会の審議結果により市長が行う。 

(処分の通知) 

第 9 条 市長は、処分を決定した場合、処分決定通知書(第６号様式)により、当該指定事業者に

対し通知を行う。 

２ 市長は、成田市指定給水装置工事事業者規程第８条の指定の取消し又は停止の処分を行う場

合には、成田市指定給水装置工事事業者規程第１０条の規定に基づき告示を行う。 

(給水装置工事主任技術者に対する措置) 

第 10 条 水道法第 25 条の４に定める給水装置工事主任技術者に、法に違反する行為があったと

認めるときは、その旨を厚生労働大臣に報告するものとする。 

(処分等の基準) 

第 11 条 この要綱に定める違反行為に対する処分等の基準は、市長が別に定める。 

(補則) 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 21 年 4月 1 日から施行する。 
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第１号様式 

違 反 行 為 報 告 書  

 

 

  年  月  日 

 

成田市長  様 

 

 

指定給水装置               

工事事業者             印 

代表者氏名               

電 話 番 号               

給水装置工事               

主任技術者             印 

 

 

 

 
 

水道法及び成田市給水条例に該当する違反行為について、次のとおり報告いたします。 
 

施 行 年 月 日  

場 所  

給水装置の所有者

及 び 申 請 者 
 

直 接 施 行 業 者  

直接施行責任者  

違 反 行 為 と 

な る べ き 事 由 
 

違 反 行 為 に 

至 っ た 経 緯 
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第２号様式 

違 反 行 為 調 査 兼 報 告 書  

 

 

成 水 工 第   号 

  年  月  日 

 

(あて先)水道部長 

 

 

 

 報告者              

工務課長           印 

 

 

 
 

水道法及び成田市給水条例に該当する違反行為を認めたので、次のとおり報告いたします。 
 

違 反 行 為 と 

な る べ き 事 由 
 

発 見 年 月 日  

発 見 場 所  

発 見 者  

発 見 の 状 況  

発 見 後 の 処 置  

指 定 給 水 装 置 

工 事 事 業 者 
 

主 任 技 術 者  

直接施行責任者  
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第３号様式 

処 分 決 定 通 知 書  

 

 

成水工第      号 

  年  月  日 

 

 

              様 

 

 

成田市長        
 

 
 

 

 

あなたは、このたび水道法等に違反する不正工事等を行ったため、下記のとおり処分した

ので通知する。 

今後、再度このようなことのないよう厳重注意を申し添える。 

 

不正工事等の事実  

処 分 の 内 容  

処 分 の 理 由  
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              違 反 行 為 事 務 処 理 フロー 
  
  

 

指定給水装置工事事業者 

違反行為是正対応 

違反行為報告書作成 

審査委員会委員長に報告 

管理者へ報告 

弁明書作成指示 

弁明書作成 

弁明書受理 

聴聞通知書作成・通知 事実・違反内容の判断 

処分決定 

（指定取消し） 

聴 聞 

聴聞通知書受理 

聴聞調書・聴聞報告書 

処分案作成 

審査委員会 

（審査） 

処分決定（市長） 

処分決定通知書作成 

公 告 

処分決定通知書受理 処分決定通知書作成 

公 告 

行政処分の要否判断 

違反行調査兼報告書作成 

（違反行為報告書添付） 

違反行為是正指導 

違反行為報告書提出指導 

違反行為発見 

文書注意又は文書警告 

審査委員会を開催する場合 

審査委員会開催不要の場合 

行政処分要 行政処分不要 

違反行為軽微 

水道事業者 
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8.11 特定施設水道直結式スプリンクラー設備に関する取扱基準 

○特定施設水道直結式スプリンクラー設備に関する取扱基準 
 
 

１． 目  的 

 消防法施行規則の一部改正省令（平成19年６月13日公布）に伴い、延べ面積275㎡以上1,000

㎡未満の小規模社会福祉施設に対してスプリンクラー設備の設置が義務付けられ、また、小規

模社会福祉施設のスプリンクラー設備を水道法第３条第９項に規定する「給水装置」として認

められることを受け、ここに取扱を定めるものとする。 

 

※ 水道法第３条９項 

 この法律において「給水装置」とは、需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配

水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

 

 

２． 調  査 

  申請者は、設計前に本取扱基準に定める事項について事前に十分調査するとともに、申請地

における配水管の口径及び水圧等の状況を調査する。 

  当該設備を設置しようとするときは、消防設備士の指導のもとに行うものとし、成田市消防

本部予防課との十分な打合せを行うこととする。 

 

・ 申請者又は委任を受けた指定工事店は、不明な点があれば速やかに担当職員と協議すること。 

・ 給水装置工事の申込みにあっては、事前に現地調査を含めて申請地の状況を十分調査してお

くこと。 

また、必要に応じて、設置を行う給水管の水圧を２４時間以上測定しておくこと。 

 

 

３． 事 前 協 議 

  水道直結式スプリンクラー設備を設置又は改造しようとするときは、事前に成田市水道部及

び成田市消防本部予防課との事前協議を行うものとする。 

  協議にあたっては、水道の専門的な知識が必要となるため、申請にかかる業務を成田市指定

給水装置工事事業者に委任することができる。 

 

協議に必要な書類 

開発行為及び開発行為に準ずる事業における水道利用計画承認書 

 

 

４． 給 水 申 請 

  事前協議で水道直結式スプリンクラー設備の設置が可能との回答があったものは、別添の「特

定施設水道直結式スプリンクラー設置条件承諾書」を添えて、給水装置新設（改造・修繕・撤

去）承認申請書を提出する。 
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５． 条  件 

（１）設置対象物 

    延べ面積が 275 ㎡以上 1,000 ㎡未満の小規模社会福祉施設とする。 

 

（２）設置条件 

① 当該給水装置を分岐しようとする配水管の給水能力の範囲内で、水道直結式スプリン

クラー設備の正常な作動に必要な水圧、水量が得られるものであること。 

②  消防法令に基づく水道直結式スプリンクラー設備の設置にあたり、分岐した給水管か

らスプリンクラーヘッドまでの部分について水理計算をおこなうこと。 

③  スプリンクラー設備を設置しようとする者は、給水装置新設（改造・修繕・撤去）承

認申請書に別紙の「特定施設水道直結式スプリンクラー設置条件承諾書」を添付して提

出すること。 

④  指定工事事業者は設置にあたり、当該設置場所付近の最小動水圧、配管状況を調査し、

当該器具必要水圧を確保できることを確認すること。 

 

（３）設計水量 

 スプリンクラーヘッド各栓の放水量は 15㍑／分（火災予防上支障のある場合にあ

ると認められる場合にあたっては 30 ㍑／分）以上の放水量が 必要であること。 

 また、スプリンクラーヘッドが最大４個が同時に開放する場合を想定し設計される

ことがあるため、その際は、合計の放水量は 60㍑（120 ㍑）／分以上を確保すること。 

 

※ （２）設置条件①及び（３）設計水量の条件が満たされない場合は、配水管から分岐する

給水管口径の増径、受水槽の設置、建築物の内装の耐火性を向上させる等の措置が必要に

なるので成田市消防本部予防課に相談すること。 

 

（４）構造及び材質基準 

 スプリンクラーヘッド及びスプリンクラー設備に用いる配管及び継手の構造及び

材質基準については、消防法令適合品かつ水道法令に定める構造及び材質基準に適合

するものであること。 

 使用される製品等については、成田市水道部及び成田市消防本部予防課と協議し、

その指導に従うものとする。 

 

 

６． 配 管 ・ 施 工 

（１） スプリンクラーヘッドは精密器具なので取扱いには十分注意すること。 

 

（２） スプリンクラーヘッドを接続する継手は、専用スプリンクラー継手を使用すること。 

 

（３） スプリンクラー設備（湿式）の配管は、水及び空気が停滞しないよう、常時使用さ

れ、かつ水質における安全性の観点より、トイレ等に接続することとする。 
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（４） スプリンクラー設備が結露現象を生じ、周囲（天井等）に影響を与える恐れがある場

合は、防露措置を行うこと。 

 

（５） スプリンクラー設備建物外部配管については凍結防止措置を行うこと。 

 

（６） 水道水の逆流事故を防止するため、スプリンクラー設備配管の分岐部に逆止弁を設置

すること。 

 

 

７． そ の 他 

（１） 設置者の責務 

① 一時的な断水や水圧低下等でスプリンクラー設備の維持管理上不都合が生じた場合に

ついては、設置者の責任のもと処理する。 

② スプリンクラー設備は設置者の責任を持って管理し、定期的に作動状況の確認を行う

こと。 

③ スプリンクラーの設備の設置については、成田市消防本部予防課と事前協議を行い、

その指導に従うこと。 

④ 水道直結式スプリンクラー設備の維持管理上の必要事項及び連絡先を見やすいところ

に表示すること。 

 

（２） 完成検査 

  成田市水道部及び成田市消防本部予防課の合同において行うものとする。 

 

 

８．関係法令の遵守等 

  この取扱に定めない事項については、水道法及び成田市水道事業給水条例その他関係法令

及び関係通知の定めるところに従わなければならない。 

 

 

  附 則 

 （施行期日） 

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する
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  年  月  日 
 

（あて先）成田市長 
 

申込者（給水装置所有者） 
 

住 所 
 

氏 名            ㊞ 
 
 

特定施設水道直結式スプリンクラー設置条件承諾書 
 
 

消防法令に定められる特定施設に水道法の適用を受ける水道直結式スプリンクラー設備を

設置するにあたり、下記条件を承諾します。 
 
 

記 
 

１．  一時的な断水や水圧低下（災害、水道管破損事故、水道メーター閉栓や停止及び取替え・

水道施設工事等）により、水道直結式スプリンクラーの性能が十分発揮されない状況が生

じても成田市水道部は一切責任を負わないこと。 
 
２．  水道直結式スプリンクラー設備が誤作動（火災時以外の作動や、火災時に作動しなかっ

た場合等）した場合、成田市水道部は一切責任を負わないこと。 
 
３．  水道直結式スプリンクラー設備が設置された家屋及び部屋を賃貸する場合は、上記条件

付であることを賃借人に十分説明し了解を得ること。 
 
４．  水道直結式スプリンクラー設備が設置された家屋及び部屋の所有者を変更する場合は、

上記事項について相手方に十分説明し了解を得ること。 
 
５．  水道直結式スプリンクラー設備の維持管理上の必要事項及び連絡先を見やすいところ

に表示し、関係者に周知する。 
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8.12 直結給水の範囲拡大に関する実施要領 

〇直結給水の範囲拡大に関する実施要領 
 
 
 （目的） 

第１条 この要領は、現状における配水管の水圧等の供給能力の範囲内で、直結給水の範囲拡大

を図るために必要な事項を定めるものとし、小規模貯水槽における衛生問題の解消、給水サー

ビスの向上を図ることを目的とする。なお、この要領に定めのないものについては、「成田市

給水装置工事施行基準」及び「直結給水システム導入ガイドラインとその解説（厚生省生活衛

生局水道環境部水道整備課監修 財団法人水道技術研究センター発行）」によるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号の定めるところ

による。 

（１） 直結直圧式とは、配水管の動水圧により直接給水する方式をいう。 

（２） 直結増圧式とは、給水管の途中に直結加圧形ポンプユニットを設置し、圧力を増して

給水する方式をいう。 

（３） 受水槽式とは、水道水を一旦受水槽で受け給水する方式をいう。 

（４） 直結・受水槽併用式とは、一つの建物内で、直結式及び受水槽式の両方の給水方式を

併用するものをいう。 

（５） 逆流防止装置とは、給水装置における逆流を防止するための器具として、減圧式逆流

防止器、二重式逆流防止器、複式逆止弁、単式逆止弁、及びバキュームブレーカ等があり、

これらを総称して逆流防止装置という。 

 

 （対象建物） 

第３条 ３階建てまでの建物で、建物全体の計画一日最大使用水量は、３０立方メートル以下と

する。ただし、次のような建物へ給水する場合は対象外とし、受水槽方式とする。 

（１） 一時的に多量の水を使用するものや使用水量の変動が大きい施設・建物等で、配水管

の水圧低下を引き起こすおそれがあるもの 

（２） 毒薬・劇物・薬品等の危険な化学物質を取り扱い、これを製造・加工又は貯蔵する工

場・事業所・研究所等 

（３） 災害や事故による断減水時にも一定の給水の確保が必要な建物 

（４） 配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする建物 

（５） 計量法に基づく水道メーターの取替えによる断水時にあって、影響が大きい建物 

２ 直結式給水の対象外建物の例を次に掲げる。 

（１） クリーニング、写真及び印刷・製版、石油取扱、染色、メッキ等の事業を行う施設等 

（２） 病院・ホテル・百貨店等の施設 

（３） 食品冷凍機・電子計算機等の冷却水に供給する場合 

３ ３階を超える建物であっても、４階以上に給水装置を設けないものは対象とする。 
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（実施条件） 

第４条  実施にあたっては、以下に掲げる条件をすべて満たさなければならないものとする。 

（１） 水圧条件 

 直結直圧式を適用するにあたっては、申請箇所又は申請場所直近の消火栓等において、

自記録水圧計により連続２４時間以上の水圧を測定し、この測定値の最小動水圧が、分

岐しようとする配水管位置での水圧に置き換えた場合にあっても、０．２５ＭＰａ以上

を確保できること。 

（２） 給水器具の高さ 

 ３階に設置する給水器具の最高位は、原則として配水管の布設道路面から８．５ｍ以

下とする。 

（３） 給水管の分岐口径 

配水管から分岐する給水管口径は、原則として、配水管の管径より２段階以下とし、

２５㎜以上かつ７５㎜以下とする。 

給 水 管 分 岐 口 径 配 水 管 口 径 

２５ｍｍ ５０ｍｍ以上 ３５０ｍｍ以下 

４０ｍｍ ７５ｍｍ以上 ３５０ｍｍ以下 

５０ｍｍ １００ｍｍ以上 ３５０ｍｍ以下 

７５ｍｍ １５０ｍｍ以上 ３５０ｍｍ以下 

 

 （事前協議） 

第５条 この要領に基づき給水を受けようとする者は、次の各項により事前協議を行うものとす

る。 

２ 申請者、指定給水装置工事業者又は協議者は、給水装置承認申請を行う前に、設計水圧の調

査のため、「設計水圧調査依頼書」（別紙様式第１号）を水道事業管理者の権限を行う市長（以

下「管理者」という。）に依頼しなければならない。 

３ 管理者は、前項の依頼があった場合、設計水圧を調査し、「設計水圧調査回答書」（様式第

２号）により回答するものとする。 

４ 申請者、指定給水装置工事業者又は協議者は、前項の回答により直結式給水を計画する場合、

「直結式給水設計協議申請書」（様式第３号）及び必要添付図書を管理者に提出し、事前協議

を行わなければならない。 

５ 管理者は、前項により事前協議が整った場合は、「直結式給水設計協議回答書」（様式第

４号）を交付するものとする。  

（設計条件） 

第６条  設計にあたっては、次の各号の条件を満たさなければならない。 

（１） 設計水圧 

給 水 方 式 水 圧 条 件 （ 最 小 動 水 圧 ） 設 計 水 圧 

直 結 直 圧 式 0.25 Mpa 以上 0.25 Mpa 

直 結 増 圧 式 

0.15 Mpa 以上 0.20 Mpa 未満 0.15 Mpa 

0.20 Mpa 以上 0.25 Mpa 未満 0.20 Mpa 

0.25 Mpa 以上 0.25 Mpa 
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（２） 給水管口径の決定 

ア 直結直圧式における給水管の口径決定にあたっては、使用実態に沿った同時使用量を

的確に算定し、その水量に応じた給水管取出し口径等を、φ５０㎜以下はウェストン公

式、φ７５㎜を超えるものについてはヘーゼン・ウィリアムス公式によって決定する。 

イ 直結増圧式における給水管の口径決定にあたっては、使用実態に沿った瞬時最大給水

量を的確に把握する。 

 また、口径決定の手順は、建物内の瞬時最大給水量を把握し、その水量に給水できる

性能を有する増圧装置を選定し、さらにその水量に応じた給水管取出し口等を摩擦抵抗

法によって決定する。 

ウ 給水管の管内流速は、口径５０mm 以下の場合は２．０m/sec 以下、口径７５mm の場合

は１．５m/sec 以下とすること。 

（３） 逆流防止装置 

 ３階直結式の給水装置には、必ず逆流防止装置を設置しなければならない。 

ア １戸建て専用住宅では、量水器の下流側に逆流防止弁を設置する。 

イ 集合住宅、事務所ビル及びこれらの併用ビル等の建物では、量水器を地面に設置する

場合には、３階用量水器の下流側、量水器を建物内に設置する場合には、３階用立上が

り管の立上がり部の管理・修繕の容易な場所に逆流防止弁を設置する。 

（４） 増圧装置による増加圧力 

 増圧装置の増加圧力は、給水装置の末端又は最高位の給水器具を使用するために必要

な最小動水圧０．０５Ｍｐａを確保できるように設定すること。 

ＰＰ≧（Ｐ１＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ６）－Ｐ０ 

 ＰＰ：増圧装置による増加圧力（増圧ポンプの全揚程） 

 Ｐ０：設計水圧（配水管の水圧） 

 Ｐ１：配水管と増圧装置の高低差 

 Ｐ２：増圧装置上流側の給水管及び給水器具の圧力損失（継手、弁類を含む） 

 Ｐ３：増圧装置の圧力損失（減圧式逆流防止器の損失を含む） 

 Ｐ４：増圧装置下流側の給水管及び給水器具の圧力損失（継手、弁類を含む） 

 Ｐ５：末端最高位の給水栓を使用するために必要な圧力（０．０５Ｍｐａ） 

 Ｐ６：増圧装置と末端最高位の給水栓との高低差 

（５） 増圧装置 

 増圧給水設備は増圧ポンプ及び逆流防止装置等で構成されるもので、日本水道協会規

格水道用直結加圧形ポンプユニット（JWWA B 130）及び同規格水道用減圧式逆流防止器

（JWWA B 134）の適合品から構成されたものを基本とする。なお、自己認証品及び第三

者認定商品については同規格品と同等以上のものであることとする。 

（６） 増圧装置の圧力制御 

 配水圧低下時等に一時側の圧力が配水管の管心レベルに換算した値で 0.07MPa 以下と

なった場合は、ポンプが自動停止するよう措置をとること。また、0.10MPa 以上に水圧が

回復した場合には、自動復帰すること。 

 

 （直結直圧方式と他の給水方式との併用） 

第７条 直結増圧式及び受水槽方式との併用は認めるものとする。ただし、給水管の分岐口径範
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囲内とする。 

２ 前項に規定する給水方式を併用する場合の直圧給水階高さは、２階までとする。 

 

 （既存建物への直結給水） 

第８条 給水方式を受水槽式から直結式に切り替える場合は、事前に次の号に掲げる場合に応じ、

該当する事項を実施、確認すること。 

（１）更生工事の履歴の無い受水槽式給水設備から、直結給水方式に切り替える場合 

ア 既設配管の材質 

（ⅰ）「給水装置の構造及び材質の基準に関する省令(平成９年３月１９日)」（以下、

「構造材質基準」という。）に適合した製品が使用されていることを現場及び図面

にて確認する。 

（ⅱ）構造材質基準に適合した製品が使用されていない場合は、同基準に適合した給水

管、給水用具に取り替える。 

イ 既設配管の耐圧試験 

耐圧性能については、水圧 0.75MPa を受水槽以下設備に１分間加えた後、漏水等が生

じないことを事前に確認する。（これは弁類の構造上、弁座漏れ試験を 0.75MPa とし

ていることから、弁座の機能を損なわないよう 0.75MPa の圧力で行うものである。） 

ウ 水質試験 

（ⅰ）直結給水への切替前において、水道法第２０条第３項に規定する地方公共団体の

機関又は、厚生労働大臣の登録を受けた者による水質試験を受け、水道法第４条に

定める水質基準を満足していることを確認する。 

（ⅱ）採水方法は、毎分５Ｌの流量で５分間流して捨て、その後１５分間滞留させたの

ち採水するものとする。 

（ⅲ）試験項目は味、臭気、色度、濁度のほか、協議結果に応じて鉄、ｐＨとする。 

（２）更生工事を施工した履歴があり、ライニングに使用された塗料・工法及び施工状況が

明らかな場合 

ア 既設配管の材質 

ライニングに使用された塗料が構造材質基準に適合した製品である場合は、施工計

画書（工法、塗料、工程表等）及び施工計画に基づく施工報告書（写真添付）並びに

塗料の浸出性能基準適合証明書の確認を行う。 

なお、塗料が第三者認証品である場合は、浸出性能基準適合証明書に代えて認証登

録証の写しとすることができる。 

イ 既設配管の耐圧試験 

耐圧性能については、水圧 0.75MPa を受水槽以下設備に１分間加えた後、漏水等が生

じないことを事前に確認する。（これは弁類の構造上、弁座漏れ試験を 0.75MPa とし

ていることから、弁座の機能を損なわないよう 0.75MPa の圧力で行うものである。） 

ウ 浸出性能確認の水質試験 

（ⅰ）現地にて水道水を毎分５Ｌの流量で５分間流して捨て、その後１５分間滞留させ

た水を採取するとともに、管内の水をすべて入れ替えた後の水を対照水として採取

し、水質試験を行い、構造材質基準に基づく浸出等に関する基準を満足しているこ

とを確認する。 
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（ⅱ）試験項目は、味、臭気、色度、濁度のほか、更生工事に使用された塗料から浸出

する可能性のある項目とする。 

（３）更生工事を施工した履歴があり、ライニングに使用された塗料・工法及び施工状況が

確認できない場合 

ア 既設配管の耐圧試験 

耐圧性能については、水圧 0.75MPa を受水槽以下設備に１分間加えた後、漏水等が生

じないことを事前に確認する。（これは弁類の構造上、弁座漏れ試験を 0.75MPa とし

ていることから、弁座の機能を損なわないよう 0.75MPa の圧力で行うものである。） 

イ 浸出性能試験 

（ⅰ）ライニングに使用された塗料については、既設給水管の一部をサンプリングし、

それを供試体として公的検査機関で構造材質基準に基づく浸出性能試験を行い、浸

出等に関する基準に適合していることを確認する。 

（ⅱ）既設給水管のサンプリングが困難であり、浸出性能試験が実施できない場合は、

現地にて水道水を１６時間滞留させた水（給水設備のライニングされた管路内の水

であって、受水槽等の水が混入していないもの）を採取するとともに、管内の水を

すべて入れ替えた後の水を対照水として採取し、公的検査機関で水質試験を行い、

浸出等に関する基準を満足していることを確認する。この場合において、一度の採

水で５Ｌの水量を確保できない場合は同じ操作を繰り返し行い、水量を確保する。 

（ⅲ）試験項目は、味、臭気、色度、濁度のほか、構造材質基準に基づく浸出等に関す

る基準の別表第１のすべての項目を行う。 

 

 （共用給水栓の設置） 

第９条 直結増圧式を適用するにあたっては、増圧装置の故障、修理及び停電等に備え、直結直

圧式の共用給水栓を設置することが望ましい。 

 

 （給水装置工事の申込） 

第１０条 事前協議の回答により、３階直結直圧式及び直結増圧式給水方式が可能となり、給水

装置工事の申込申請を行う場合は、次の号に掲げる書類を添付するものとする。なお、受水槽

式の給水設備を給水装置に切替える工事は、既に給水の申込を受け受水槽まで共有している給

水装置に接続する工事であることから、給水装置の改造工事として取り扱う。 

（１）３階直結直圧式の場合 

ア 直結式給水設計協議回答書（様式第４号）の写し 

イ ３階直結直圧式給水方式に係る承諾書（様式第５号） 

（２）直結増圧式の場合 

ウ 直結式給水設計協議回答書（様式第４号）の写し 

エ 直結給水用増圧装置設置条件承諾書（様式第６号） 

オ 管理人選定届（成田市水道事業給水条例第１２号様式） 

カ 保守点検契約書の写し 

（３）既設管を利用する場合 

別に定める「既設装置の給水装置認定取扱要綱」によるものとする。 
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 （工事検査） 

第１１条 工事検査は、別に定める「給水装置工事検査要綱」によるものとする。 

２ 直結増圧式を適用するにあたっては、増圧装置の耐圧試験を除くものとする。 

 

 （保守管理） 

第１２条 増圧装置設置者は、増圧装置及び逆流防止装置を必ず年１回以上保守点検を行い機能

等を確認すること。 

また、点検結果については、書面で記録保存するものとする。 

２ 前項に規定する保守点検については、管理会社と保守点検契約を締結し、「保守点検契約書」

の写しを提出するものとする。 

３ 増圧装置設置者は、増圧装置の異常、故障時に備え、増圧装置本体又は装置付近の確認が容

易に行える場所に、管理会社等の緊急連絡先を明記した緊急連絡先表示板（別記）を参考に作

成し、設置するものとする。 

４ 第一止水栓より二次側の給水装置の管理は所有者が行い、漏水及び給水装置の故障修理等は

所有者の責任でこれを行うこと。 

 

 （費用負担） 

第１３条 給水装置工事に関わる費用は、増圧装置を含み、全て設置者等の負担とする。 

また、保守点検及び修繕等に係る費用についても、全て設置者等の負担とする。 

 

 （補則） 

第１４条  この要領に定めるもののほか必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する 
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様式第１号（第５条第２項関係） 

    年  月  日 

 

（あて先）成田市長 

 

 依頼者 住  所  

氏  名         ㊞ 

電話番号  

 

 

設 計 水 圧 調 査 依 頼 書 
 

 

 下記の建物への給水方式を検討するため、直結給水の範囲拡大に関する実施要領第

５条第２項の規定により、設計水圧の調査を依頼します。 

調 査 箇 所 成田市 

建 物 概 要 

□共同住宅 □専用住宅 □店舗 □事務所 

□店舗・事務所等併用住宅 

 （内訳：店舗・事務所等   戸，住宅用   戸） 

□小規模社会福祉施設（          ） 

□その他（          ） 

計画戸数   戸 または 計画給水人口 ４ 人 

予定給水方式 

（複数選択可） 

□直結直圧式 □直結増圧式 □直結直圧併用式 

□特定施設水道直結式スプリンクラー設備 

給水開始予定 □    年  月  日から □未定 

添 付 書 類 案内図及び管網図（１／５００） 

そ の 他  
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様式第２号（第５条第３項関係） 

 

成水工 第     号 

  年  月  日 

 

 

               様 

 

成田市長 小泉一成 

 

 

設 計 水 圧 調 査 回 答 書 
 

 

     年  月  日付けで依頼がありましたこのことについて、直結給水の範

囲拡大に関する実施要領第５条第３項の規定により、下記のとおり回答します。 

 

 

記 

 

 

調 査 箇 所 成田市 

設 計 水 圧 Ｍｐａ 

※ この回答書は、調査箇所における給水装置工事の設計に必要な設計水圧を回答す

るものであり、工事を承認するものではありません。 

※ 設計水圧は、測定水圧に必要なデータの補正を行い決定しています。 

※ この回答書の設計水圧により直結式給水を計画する場合は、「直結式給水設計協

議申請書」（第３号様式）により事前協議を行ってください。 
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様式第３号（第５条第４項関係） 

年  月  日 

 

（あて先）成田市長 

 

 申請者 住  所 

   氏  名         ㊞ 

電話番号 

 

直 結 式 給 水 設 計 協 議 申 請 書 
 

 下記の建物への給水方式を直結式としたいので、直結給水の範囲拡大に関する実施

要領第５条第４項の規定により、設計協議を申請します。 

施 工 主 
住 所 

氏 名            電話番号 

施 工 場 所 成田市 

建 物 概 要 

地上  階（地下  階） □新築 □既築 

□共同住宅 

  □60 ㎡以上  戸 □30 ㎡以上 60 ㎡未満  戸 

  □30 ㎡未満  戸 

□専用住宅 □店舗 □事務所 

□店舗・事務所等併用住宅 

 （内訳：店舗・事務所等   戸，住宅用   戸） 

□小規模社会福祉施設（          ） 

□その他（          ） 

給 水 方 式 
□直結直圧式 □直結増圧式 □直結直圧併用式 

□特定施設水道直結式スプリンクラー設備 

使 用 水 量 
計画一日最大使用水量       ｍ３／日 

同時使用水量   Ｌ／分 又は 瞬時最大流量   Ｌ／分 

分 岐 口 径 配水管口径   ｍｍ × 給水引込管   ｍｍ 

宅地と道路

の 高 低 差 
道路標高より □プラス   ｍ □マイナス   ｍ 

添 付 書 類 

１．案内図 ２．建築図（平断面） ３．給水平面図  

４．給水系統図 ５．設計水圧調査回答書の写し  

６．水理計算書（計算結果は本書裏面に記載） 
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（裏 面） 

Ｐ０：設計水圧（配水管の水圧） ＝ ｍ 

Ｐ１：配水管と増圧装置との高低差 ＝ ｍ 

Ｐ２：増圧装置上流側の給水管及び給水用具の圧力損失 ＝ ｍ 

Ｐ３：増圧装置の圧力損失 

   （減圧式逆流防止器の損失を含む） 
＝ ｍ 

ＰＸ：増圧装置直前の圧力 

     Ｐ０  －（  Ｐ１  ＋  Ｐ２  ＋  Ｐ３  ） 

       ｍ－（    ｍ＋    ｍ＋    ｍ） ＝ ｍ 

Ｐ４：増圧装置下流側の給水管及び給水用具の圧力損失 ＝ ｍ 

Ｐ５：末端最高位の給水栓を使用するために必要な圧力 

   （0.05Mpa） 
＝ ５ ｍ 

Ｐ６：増圧装置と末端最高位の給水栓との高低差 ＝ ｍ 

Ｐ７：増圧装置の吐出圧 

     Ｐ４  ＋  Ｐ５  ＋  Ｐ６ 

       ｍ＋    ｍ＋    ｍ ＝ ｍ 

ＰＰ：増圧装置による増加圧力（増圧ポンプの全揚程） 

   Ｐ１＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ６－Ｐ０ 

   ＝  Ｐ７  －  ＰＸ 

        ｍ－    ｍ ＝ ｍ 

直結増圧式給水における動水勾配線図 

 

ＢＰ 
Ｍ 

ＰＸ
Ｐ０

Ｐ３

Ｐ２

Ｐ１

Ｐ５

Ｐ４

Ｐ６

Ｐ７

ＰＰ

配水管 

水道メーター
増圧装置

減圧式逆流防止器 
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様式第４号（第５条第５項関係） 

 

成水工 第     号 

  年  月  日 

 

 

               様 

 

成田市長 小泉一成 

 

 

直 結 式 給 水 設 計 協 議 回 答 書 
 

 

     年  月  日付けで申請がありましたこのことについて、直結給水の範

囲拡大に関する実施要領第５条第５項の規定により、下記のとおり回答します。 

 

記 

 

□ 直結直圧式給水が可能です。 

□ 直結増圧式給水が可能です。 

 留意事項 

※ 設計内容を変更する場合は、再協議となります。 

※ 給水装置工事の申請時に本書（写し）を添付して下さい。 

 

□ 直結直圧式給水が不可能です。設計内容を検討し直すか、あるいは受水槽式給水

を採用して下さい。 

□ 直結増圧式給水が不可能です。設計内容を検討し直すか、あるいは受水槽式給水

を採用して下さい。 

 理 由 

□ 設計内容を確認したところ、必要な水圧が確保されておりません。 

□ その他（                         ） 

 

施 工 主 
住 所 

氏 名 

施 工 場 所 成田市 
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様式第５号（第１０条関係） 

 

年  月  日 

（あて先）成田市長 

 

設 置 者 住  所   

(所有者) 氏  名          ㊞ 

電話番号 

設置場所 成田市   

［申請者が個人の場合は署名捺印］ 

 

３階直結直圧式給水方式に係る承諾書 

 

３階直結直圧式給水方式による給水にあたり、下記の条件を承諾いたします。 

 

記 

 

１ 使用者への通知 

次の特徴を理解し、使用者等に周知させるとともに、出水不良時には解消のため全面

的に協力し、苦情を水道部に一切申し立てしません。 

① 給配水管の漏水等による事故及び水道施設工事の際、断水又は水圧低下に伴う出

水不良が生じる場合があること。 

② 渇水対策等による給水制限時に、３階の給水栓で断水又は水圧低下に伴う出水不

良が生じる場合があること。 

２ 出水不良に対する対応 

上記の理由による出水不良又は給水装置の用途変更(専用住宅から店舗等への変更)に

より、当方の給水に支障をきたす場合には、自らの費用負担で、給水方式を変更するこ

とにより対応します。 

３ 既設配管使用の責任について 

既設の受水槽以下設備を使用し、３階直結直圧式給水方式に変更する場合は、これに

起因する漏水等の事故については、設置者（所有者）または使用者等の責任において解

決します。 

４ 借受人への通知 

３階部分の部屋を貸借する場合には、本給水装置は上記の条件付きであることを貸借

人に熟知させ、３階部分での断水や、水圧低下に伴う出水不良が生じた場合の貸借人の

苦情等は、当方が責任をもって処理し、水道部には、一切ご迷惑をかけません。 

５ 譲渡人への通知 

本給水装置の所有者を変更するときは、上記事項について譲渡人に継承するとともに、

新所有者より水道部へ給水装置所有者変更届(第17号様式)及び誓約書(様式第５号)を提

出させます。 

６ 条例・規定の遵守 

上記各項の他、取扱上なお必要な事柄については、成田市給水条例及び同施行規定を

遵守して施行します。 
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様式第６号（第１０条関係） 

 

年  月  日 

（あて先）成田市長 

 

設 置 者 住  所 

(所有者) 氏  名        ㊞ 

電話番号 

設置場所 成田市  

［申請者が個人の場合は署名捺印］ 

 

直 結 給 水 用 増 圧 装 置 設 置 条 件 承 諾 書 

 

直結増圧式給水方式による給水のために直結給水用増圧装置を設置するにあたり、下

記の条件を承諾いたします。 

 

記 

 

１ 使用者への通知 

次の特徴を理解し、使用者等に周知させるとともに、増圧装置による給水についての

苦情を水道部に一切申し立てしません。 

① 増圧装置が停電や故障等により停止したときに、断水となり水の使用ができなく

なること。 

② 増圧装置を設置した場合は、受水槽のような貯留機能がないため、計画的な断水

及び緊急的な断水の際に、水の使用が出来なくなること。 

２ 定期点検について 

増圧装置、減圧及び逆流防止装置の機能を適正に保つため、適宜、保守点検及び修理

を行うとともに、専門知識を持った関係者により、年１回の定期点検を行います。 

３ 断水時の対応について 

計画的な断水及び緊急的な断水における加圧装置の停止、復旧操作等の保守管理は設

置者の責任において行います。 

４ 損害の補償について 

増圧装置の設置に起因して、逆流または漏水が発生し、水道部もしくはその他の使用

者等に損害を与えた場合は、責任をもって補償いたします。 

５ 既設配管使用の責任について 

既設の受水槽以下の装置を使用し、増圧装置を設置した場合は、これに起因する漏水

等の事故については、設置者（所有者）または使用者等の責任において解決します。 

６ 条例・規定の遵守 

上記各項の他、取扱上なお必要な事柄については、成田市給水条例及び同施行規定を

遵守して施行します。 

７ 紛争の解決 

上記各項の条件を使用者等に周知徹底させ、増圧装置に起因する紛争等については、

当事者間で解決し、水道部に一切迷惑をかけません。 
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別記 

 

 

緊 急 連 絡 先 表 示 板 
 

 

 

水道施設故障時の連絡先 
 

ポンプの故障等により断水している場合は、下記へ連絡してください。 

 

 建物管理者 

                 連絡先              

 水道施設管理者 

                 連絡先              
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8.13 成田市水道利用計画協議に関する手引き 

 

 

 

 

 

 

 

成田市水道利用計画協議に関する手引き 

平 成 ２ ９ 年 ４ 月 

成田市水道部工務課 
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１．はじめに  
 水道利用計画協議（以下、「給水事前協議」という）は、給水装置の規模が大きな事業や、法令

等により協議が定められている事業について、給水装置工事を円滑に行うため、成田市水道部と申

請者が事前に協議を行うものです。 

 この協議にあたっては、成田市給水装置工事施行基準（以下「施行基準」という。）、配管網

図及び現地を確認のうえ、給水事前協議を行ってください。 

 

２．給水事前協議が必要となる事業  
(Ⅰ)給水装置の規模が一定以上となる事業  

（１）計画一日最大給水量が１０ｍ3 以上となる事業 
（２）共同住宅等の給水管口径の算定において、「成田市給水装置工事施行基準 表 2.4.6 直結式

アパートの分岐個数」によらず、口径を決定する事業（水理計算により口径を決定する事

業） 
（３）配水管の整備を伴う事業 

(Ⅱ)「直結給水の範囲拡大に関する実施要領」に該当する事業 

（１）給水方式を３階直結直圧式給水とする事業 

（２）給水方式を直結増圧式給水とする事業 

(Ⅲ) 「成田市開発行為等指導要綱」第３条 第２号及び第３号に該当する事業  

 ・建築基準法に基づく建築物で高さ１０ｍを超え、かつ、延べ面積が５００㎡以上のもの 

 ・集合住宅等（貸店舗・貸し事務所等を含む）で戸数が１０戸以上のもの 

  ※詳細は「成田市開発行為等指導要綱」をご確認ください。 

(Ⅳ)「消防法施行規則」による水道直結式スプリンクラー設備を設置又は改造する事業 

 ・延べ面積 275 ㎡以上 1,000 ㎡未満の小規模社会福祉施設 

 ※並行して消防本部予防課との協議（消防設備士による）が必要となります。 

(Ⅴ)その他、市長が必要と判断する事業 
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３．必要書類  

 
 
 

添付書類 摘 要 欄 
申請者 

ﾁｪｯｸ欄 

①水道利用計画 

 協 議 申 請 書 

 

【様式-11】水道部ホームページにてダウンロード  

②案 内 図 

 

協議箇所をＡ４の住宅地図等（1/200～1/2500）に図示  

③土地利用計画図 「成田市開発行為等指導要綱」と同等の書類 

（都市計画課へ提出する事前協議の図書） 

 

④建築平断面図  

⑤給 水 計 画 図 ・共 通：配水管、給水引込管、敷地内給水管、 

水道メーターの設置位置及び口径 

・受 水 槽 式：受水槽設備の設置位置及び受水槽の有効容量 

・直結増圧式給水：増圧ポンプの設置位置 

 

 

⑥配管網図（写） 成田市水道部にて取得  

⑦水 理 計 算 書 給水管の口径、受水槽容量及び増圧ポンプの適正圧力等の決定根拠

となる計算書 

・共 通：使用水量、メーター口径、所要水頭、管内流速 

・受水槽式給水：受水槽容量 

・直結増圧式給水：ポンプの適正圧力 等 

※給水管及び水道メーターの口径決定根拠が、「給水装置工事施行

基準 表 2.4.6 直結式アパートの分岐個数」等により簡便的に決定

したものは省略可 

 

 

⑨設 計 水 圧 

調 査 回 答 書 

【様式第２号】 

給水方式が３階直結直圧式または直結増圧式の場合添付 

設計水圧調査依頼書【様式第１号】の回答書 

※「直結給水の範囲拡大に関する実施要領」に係る場合、事前に設

計水圧調査が必要。 

 

 

⑧そ の 他 市長が必要と判断する書類  



216 
 

 

４．記入要領   
（１）申請者 及び 協議者 

申請者は建築主、協議者は水道部と協議を行う者とし、記名押印。 

（２）工事場所 

住居表示が決定している場合は住居表示、決定していない場合は、協議に係る土地すべてを

記入。 

（３）業態及び規模 

 該当する業態及び規模の□にレ点を記入し、建物階数を記入。 

※[  ]内について 

 ・共同住宅：棟数と全戸数     ・宅地造成：区画数 

 ・店 舗：用途         ・事 務 所：床面積 

（４）給水希望年月 

  給水を開始する希望時期を記入。 

（５）開発行為事前協議  

都市計画課所管の「成田市開発行為等指導要綱」により、事前協議の対象となる場合は「有」、

ならない場合は「無」の□にレ点を記入。 

（６）給水方法 

  該当する給水方法の□にレ点を記載。 

  併用の場合は該当する給水方法式すべてにレ点を記入。 

（７）計画給水人口 

  計画で予定している給水人数を記入。 

（８）使用水量 

 ・計画一日最大給水量 

   水理計算書や施行基準により算定した、計画一日最大給水量を記載。 

 ・同時使用水量 または 瞬時最大流量 

   直結増圧式の場合に水理計算書により算定した、同時使用水量 または 瞬時最大流量を

記入。 

（９）既設配水管 

  水道部で調査した管網図を参照し、取出しを行う既設配水管の種別及び口径を記入。 

（10）既設給水管撤去 

水道部で調査した管網図を参照し、既設給水管の撤去がある場合は「有」、ない場合は「無」

の□にレ点を記入。 
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（11）計画給水管取出口径・箇所数 

既設の給水取出し管を利用する場合は「有」、利用しない場合は「無」の□にレ点を記入し、

水理計算または、施行基準により決定した計画給水取出管の口径と箇所数を記入。 

（12） 新設配水管 

配水管を延伸する必要がある場合は、「有」の□にレ点を記入し、口径と延長を記入。  

※布設費用は申請者負担 

（13）量水器口径・個数について 

  種別（住居、散水栓、店舗等）、口径、個数、量水器１個あたりの水栓数を記入。 

  【受水槽式の場合】 

   ・親メーターの口径と個数を記入 

・受水槽以下の検針を希望する場合は、各戸メーターの口径、個数、メーター１個あたり

の水栓数を記入 

   ・受水槽の有効容量を記入 

（14）その他 

  特記事項があれば記入。 

 
 
 

５．その他   
（１）本協議は、給水装置工事の内容を確定するものではありません。したがって、給水管及び量水

器の設置位置については、給水装置承認申請により決定します。 

（２）設計者は、申請者に代わって水道部と打合せ・協議を行います。 

そのため、提出された書類の内容は申請者が了承していると判断しますので、設計者は申

請者と打合せを行い、設計内容を理解していただくようお願いします。 

（３）給水装置承認申請に水道利用計画協議回答書の添付が必要となるため、給水装置工事事業者に

設計内容の引継ぎをしてください。 
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水道利用計画協議が必要となる事業 

(Ⅰ)給水装置の規模が一定以上となる事業 

(Ⅱ)「直結給水の範囲拡大に関する実施要領」に該当する事業 

(Ⅲ)「成田市開発行為等指導要綱」第 3 条第２号及び第３号に該当する事業 

(Ⅳ)「消防法施行規則」による水道直結式ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備を設置又は改造する事業  

(Ⅴ)その他、市長が必要と判断した事業 

６．協議のフロー 
【フローチャート】 

 

 Ｓｔａｒｔ 

【様式１号】 
設計水圧調査依頼書 

【様式第２号】 
設計水圧調査回答書 

【様式-11】 
水道利用計画協議申請書 

水道利用計画回答書 

申請者が行うもの 

水道事業者が行うもの 

標準処理期間： 
申請がその事務所に到達してから当

該申請に対する処分をするまでに通常

要すべき標準的な期間。 
書類等に修正事項がある場合は、その

修正に要する日数を除く。 

一部先行工事申請 
給水装置承認申請 

(Ⅱ)の事業に該当するか 

Ｙｅｓ Ｎｏ 

標準処理期間：14 日 

標準処理期間：7 日 
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8.14 受水槽に設置する非常用給水栓の取扱基準 

    〇受水槽に設置する非常用給水栓の取扱基準 
 
 （目的） 
第１条 この基準は，災害時に受水槽内の水道水を有効活用できるように，受水槽に非常用給水栓を

設置する場合の取扱いについて必要な事項を定めることを目的とする。 

 

 （適用範囲） 
第２条 この基準の適用範囲は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 成田市水道部が供給する水道水を，受水槽式給水方式により利用していること。 

(2) 受水槽用の水量を計量するための量水器（親メーター）が設置されているが，使用水量に対す

る料金の支払いは受水槽以下の給水設備に設置された量水器（各戸メーター）により行っている

場合であること。 

(3) 災害時に成田市水道部から水道水が供給されない場合，若しくは災害時にポンプ設備が停止し

て給水できない場合に限り使用できるものとする。 

 

 （設置条件） 
第３条 非常用給水栓の設置条件は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 非常用給水栓には，災害時以外の使用を防止するため，かぎ式ハンドルの採用又はハンドルを

取外す等の措置を講じること。 

(2) 受水槽の壁面，連通管，流出管又は水抜管に設置し，かつ，受水槽の強度に影響を与えない構

造とすること。 

(3) 受水槽毎に１～２個程度の設置数とすること。 

(4) 受水槽の周囲１メートル以内に設置すること。 

(5) 住民への周知方法として，「非常用給水栓（災害時のみ使用可能）」のプレート（大きさは縦

３０ｃｍ×横１０ｃｍ以上とし，材質は腐食や破損の恐れがないもの）を見やすい場所に掲示す

ること。 

 

 （申込） 
第４条 非常用給水栓を設置しようとする者（以下「設置者」という。）は，あらかじめ，水道事業

管理者の権限を行う市長（以下「市長」という。）に申込みをし，市長の承諾を得るものとする。 

 

２ 前項の申込は，「非常用給水栓設置申込書」（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して行うも

のとする。 

(1) 誓約書（様式第２号） 

(2) 案内図 

(3) 設置計画図（平面図、立面図等） 

(4) 給水栓仕様書 
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 （審査） 
第５条 市長は，前条の申込書を受付した場合は，第３条各号に掲げる事項について審査を行う。 

 

 （承諾） 
第６条 市長は，前条の審査の結果，適当であると認められた場合は，非常用給水栓の申込を承諾し，

「非常用給水栓設置承諾書」（様式第３号）により設置者へ通知する。 

 

 （確認等） 
第７条 設置者は，非常用給水栓の設置完了後，遅延なく「非常用給水栓設置完了届」（様式第４号）

を市長に提出し，市長の確認を受けなければならない。 

２ 市長は，前項の完了届を受付した場合は，非常用給水栓設置完了の現地確認を行う。 

 

 （管理等） 
第８条 設置者は，災害時において，速やかに非常用給水栓が使用でき，かつ，災害時以外の使用が

ないよう，管理責任者を定め，非常用給水栓及び付属用具を適切に管理しなければならない。 

２ 設置者は，成田市水道事業給水条例第３６条及び成田市水道事業給水条例施行規程第１８条の規

定により，非常用給水栓を含む貯水槽水道を管理しなければならない。 

３ 非常用給水栓が第３条各号に適合する状態を維持しなければならない。 

４ 非常用給水栓の設置位置，構造等を変更する場合においては，第４条から前条までの規定を準用

する。 

 （使用） 
第９条 災害時に非常用給水栓を使用したときは，「非常用給水栓使用届」（様式第５号）により，

使用日時を市長へ報告しなければならない。 

 （立入点検） 
第１０条 市長は，受水槽周辺に立入り，非常用給水栓の管理状況等を点検することができる。この

場合においては，「非常用給水栓点検結果通知書」（様式第６号）により，設置者に通知する。 

２ 設置者は，前項の点検において，改善を指示された場合は，速やかに改善を行い，「非常用給水

栓改善届」（様式第７号）により，市長へ報告するものとする。 

 

 （廃止） 
第１１条 設置者は，非常用給水栓を撤去する場合，「非常用給水栓廃止届」（様式第８号）を市長

へ提出するものとする。 

 

 （取消） 
第１２条 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，第６条に規定する承諾を取消し，非常用

給水栓の撤去を命じることができる。 

(1) 第７条に掲げる書類の提出を行わないとき。 

(2) 非常用給水栓の設置後，第３条各号の規定に適合しなくなったと認めるとき。 

(3) 第１０条の規定に基づく立入点検による改善指示に対して，猶予すべき理由なしに指定期日ま
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で対応が講じられないとき。 

(4) 災害時以外の使用があったと認められるとき。 

２ 前項の規定による取消しは，「非常用給水栓取消通知書」（様式第９号）を設置者に送付するこ

とにより行う。 

 

 （費用負担） 
第１３条 非常用給水栓の設置，管理及び撤去に要する費用は，設置者の負担とする。 

２ 設置者は，非常用給水栓の破損による漏水が確認された場合，または，災害時以外の使用が認め

られた場合は，使用水量に対する水道料金を支払わなければならない。この場合の水道料金は，成

田市水道事業給水条例第２２条で規定する臨時用の料金により算出した額とする。 

 

 （その他） 
第１４条 この基準に定めるもののほか，この基準の施行について必要な事項は，市長が別に定める。 

 

   附 則 

 (施行期日) 

 この基準は，平成３０年２月１日から施行する。
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様式第１号（第４条関係） 

年  月  日 

 

非常用給水栓設置申込書 

 

（あて先）成田市長 

 

設置者 

氏名（法人，団体にあってはその名称） 

印 

住所 

電話番号 

 

受水槽に設置する非常用給水栓の取扱基準第４条の規定により，非常用給水

栓を設置することを申込みます。 

お客様番号（親）  

設 置 場 所 成田市 

建 物 名 称  

設 置 位 置 □壁面 □連通管 □流出管 □水抜管 

設 置 数      栓 

応 急 給 水 関 係 
受水槽の容量      ㎥ 

給水戸数        戸 

管 理 責 任 者 

（管理会社等） 

住 所 

管理会社名 

責 任 者 名                 印 

電 話 番 号 

添 付 書 類 

・誓約書（様式第２号） 

・案内図 

・設置計画図（平面図、立面図等） 

・非常用給水栓仕様書 

備 考  
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様式第２号（第４条関係） 

年  月  日 

 

誓 約 書 

 

（あて先）成田市長 

 

設置者 

氏名（法人，団体にあってはその名称） 

印 

住所 

電話番号 

 

非常用給水栓を設置するにあたり，下記事項を遵守するとともに，災害時以

外で使用した場合は，いかなる処置に対しても，異議申し立てをせず，直ちに

指示に従うことを誓約いたします。 

 

記 

 

１ 設置場所 成田市 

 

２ 建物名称 

 

３ 誓約事項 

(1) 非常用給水栓は，災害時に成田市水道部から水道水が供給されない場

合，若しくは災害時にポンプ設備が停止して給水できない場合に限り使

用します。 

(2) 災害時において，速やかに非常用給水栓が使用できるものとし，かつ，

災害時以外の使用がないよう，管理責任者を定め，非常用給水栓及び付

属用具を適切に管理します。 

(3) 住民への周知方法として，「非常用給水栓（災害時のみ使用可能）」

のプレートを見やすい場所に掲示します。 

(4) 非常用給水栓の設置位置，構造等を変更するときは，基準第８条第３

項の規定に基づき「非常用給水栓設置申込書（様式第１号）」により，

改めて申込みします。 
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（裏） 

 

(5) 災害時に非常用給水栓を使用したときは，基準第９条の規定に基づき

「非常用給水栓使用届（様式第５号）」により，使用日時を届出します。 

(6) 基準第１０条の規定に基づき，市長が受水槽周辺に立入り，非常用給

水栓の管理状況等を点検することを承諾します。 

(7) 基準第１０条第２項の規定に基づく立入点検において，改善を指示さ

れた場合は，速やかに改善を行い，「非常用給水栓改善届（様式第７号）」

により，報告を行います。 

(8) 非常用給水栓を撤去したときは，基準第１１条の規定に基づき「非常

用給水栓廃止届（様式第８号）」により，速やかに廃止の届出をします。 

(9) 基準第１３条第２項の規定に基づき，非常用給水栓の破損による漏水

が確認された場合，災害時以外の使用が認められた場合は，使用水量に

対する水道料金を支払います。 

 

 


